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社会資本整備審議会 道路分科会 第４２回国土幹線道路部会 

令和２年９月９日 

 

 

【総務課長】  それでは定刻になりましたので、ただいまから、社会資本整備審議会道

路分科会第４２回国土幹線道路部会を開催させていただきます。 

 皆様、本日はお暑い中、また御多忙の中、御参集いただきまして誠にありがとうござい

ます。進行を務めさせていただきます、道路局総務課長の岸川でございます。よろしくお

願いいたします。 

 本日もウェブ会議となっておりますので、御発言の際は、音が拾えるように、マイクの

近くでお話しくださるようお願い申し上げます。 

 それでは、開会に当たりまして、吉岡道路局長のほうから御挨拶申し上げます。 

【道路局長】  道路局長、吉岡でございます。本日はお忙しい中、御出席いただきまし

てありがとうございます。また、日頃から道路行政に対しまして、御支援、御協力を賜り

まして、厚く御礼を申し上げたいと思います。 

 コロナ禍の状況につきましては、本日ヒアリングの中でもお話をされるとは思いますけ

れども、交通量につきましてはゴールデンウイーク中かなり落ち込みましたが、まだ完全

には戻っているという状況ではないということでございます。詳しくは後ほど御説明があ

るのかなと思ってございます。 

 本日は２つの内容から成ってございます。１つは東京都、それから東京ガス、それから

東日本高速道路、それから首都高速道路株式会社の皆様にお越しいただいておりまして、

新型コロナ感染症に対応した道路施策の在り方とか、各社が実施されておられますデジタ

ル技術の状況等についてお話をいただければと思います。よろしくお願いをいたします。 

 それからまたヒアリング後には、これまでのヒアリングや議論を踏まえました中間の取

りまとめの方向について、委員の方々の御意見をいただければと思っております。 

 限られた時間ではございますけれども、忌憚のない御意見をいただいて、活発な議論に

なるということをお願いいたしまして、冒頭簡単ではございますが、私の挨拶とさせてい

ただきます。よろしくお願いいたします。 

【総務課長】  本日の部会の議事についてですが、運営規則第７条第１項により、公開

と致しております。 
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 また、御参加いただく委員の紹介につきましては、委員名簿に代えさせていただきます

ので、よろしくお願いいたします。 

 なお、本日は家田委員、羽藤委員、山下委員におかれましては、御欠席との連絡をいた

だいております。また、朝倉部会長、井伊委員、石田委員、大串委員、太田委員、小幡委

員、小林委員、竹内委員におかれましては、ウェブでの御出席となっております。 

 本日御出席いただけます委員の方々は、委員総数１４名の３分の１以上でございますの

で、社会資本整備審議会令第９条第１項による定足数を満たしておりますことを御報告申

し上げます。 

 本日の資料について確認をさせていただきます。まず、議事次第、資料１として委員名

簿、資料２として東京都提出資料、資料３として東京ガス株式会社提出資料、資料４とし

て東日本高速道路株式会社提出資料、資料５として首都高速道路株式会社提出資料、資料

６として中間取りまとめの方向性（案）、参考資料１として委員意見、参考資料２としてヒ

アリング概要、参考資料３としてＩＴ技術を活用した道路行政でございます。 

 なお、ウェブで御出席の皆様には、資料共有機能にて説明ページを表示させていただき

ます。 

 それでは、以後の議事の進行を朝倉部会長にお願いしたいと存じます。部会長、どうぞ

よろしくお願いいたします。 

【朝倉部会長】  はい、承知しました。東京工業大学の朝倉です。よろしくお願いいた

します。 

 それでは、お手元の議事次第に沿って進めてまいります。本日は関係団体へのヒアリン

グの最終回でして、４つの団体からヒアリングをお願いすることにしております。その後、

中間取りまとめの方向性について議論するということでございます。 

 それで、新型コロナウイルス感染症対策に対応した道路施策の在り方や、各社が実用化

されているデジタル化技術などについて、御意見、御説明をお伺いするために、東京都の

副知事、武市様、東京都の都市整備基盤部長、谷崎様、東京ガス株式会社防災供給部幹線

グループ副課長の嶋田様、東日本高速道路株式会社代表取締役社長、小畠様、首都高速道

路株式会社代表取締役社長、宮田様に御出席いただいております。それで、東京ガス株式

会社の嶋田様におかれましては、１５時半頃に入室される予定というふうに伺ってござい

ます。 

 それから、各社からのヒアリングをいただいた後、国土交通省より中間取りまとめの方
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向性について説明があり、議論するということになってございます。 

 ヒアリングの進め方でありますが、まず、東京都から御説明をいただいた後、委員の皆

様から御意見、御質問を頂戴したいと思います。おおむね説明と意見交換を合わせて３０

分弱、２５分ぐらいの想定です。それから、今回は限られた時間の中で多くの議題があり

ますために、東京ガス株式会社、東日本高速道路株式会社及び首都高速道路株式会社にお

かれましては、事前に説明の動画を作っていただきまして、既に委員の皆様方には、事前

にダウンロードして御視聴いただいているものと思います。したがいまして、この３社に

つきましては説明はなく、いきなり質疑ということにしたいと思います。質疑の順は東京

ガス株式会社、東日本高速道路株式会社、首都高速道路株式会社の順で、各社１５分ぐら

い、１５分掛ける３という想定です。御質問、御意見がおありの委員の方、ウェブの方は

会議システムの手挙げ機能というのがありますので、それでお手を挙げていただいて、御

発言をお願いします。それから会場の方は、質問がありますというふうに言っていただく

と、私もしくは事務局がそれを拾って、指名するということにさせていただきますので、

お名前をおっしゃっていただいて、御意見、御質問をお願いいたします。 

 それでは、最初に東京都の武市様、御説明をよろしくお願い申し上げます。 

【東京都】  東京都副知事の武市でございます。本日は発言の機会を頂戴いたしまして、

どうもありがとうございました。申し訳ございません。着座にて説明させていただきます。 

 この新型コロナウイルス関連でございますけれども、東京都におきましては、対策本部

を設置いたしまして、令和２年度におきましては総額約１兆円を超える補正予算を編成す

るなど、全庁を挙げた取組を行っているところでございます。本日、新型コロナウイルス

感染症に対応いたしました高速道路施策の方向性ということでございます。朝倉部会長は

じめ、各委員の先生方、国土交通省の関係者の皆様方、発言の機会を頂戴しましたことを

改めて厚く御礼を申し上げます。 

 それでは、資料に沿いまして御説明させていただきます。 

 まず１ページ目でございます。本日の発表骨子でございます。まず、高速道路施策につ

いての都の主張と取組といたしまして、首都圏三環状道路の整備、首都高の大規模更新と

連携した取組、より一体的で利用しやすい料金体系の実現、この３点について御説明をさ

せていただきます。続きまして、２の新型コロナウイルス感染症を踏まえた都の提案につ

いて御説明をさせていただきます。 

 それでは早速中身について御説明させていただきます。まず２ページ目、「首都東京は日
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本経済を牽引」でございます。東京都と近隣３県で構成される東京圏は、ＧＤＰの３分の

１、外資系企業の９割が集積をいたしまして、世界から日本にヒト・モノ・カネを呼び込

むゲートウェイとなっております。集積の経済が労働生産性を高く押し上げているものと

推察されまして、インフラの投資効果は、他の地域と比較して２倍以上高いという結果も

得られております。一方、アジア新興国の台頭が急速に進んでおりまして、東京は都市の

成長力で見劣りする状況にもあります。東京の国際競争力の向上なくしては、世界の激し

い都市間競争に打ち勝つことは不可能であり、首都である東京の相対的な後退は日本経済

全体の停滞にもつながり、いずれ東京、さらには日本が世界に埋没してしまうおそれがあ

るというふうに考えております。 

 続きまして３ページでございます。首都高の渋滞状況についてでございますが、首都高

では、ネットワークの拡張やボトルネック箇所の車線増設などによりまして、交通状況が

改善しておりますけれども、依然として交通集中による渋滞が頻発しております。３号渋

谷線の池尻付近では１日の約半分、箱崎ジャンクション付近では１日の３分の１が渋滞と

いう状況でございます。なお、東京の渋滞状況は、世界の先進国だけでなく、アジア諸国

の都市にも後れを取っているというデータもございます。東京が今後も都市間競争で打ち

勝つためには、活発な都市活動を支える高速道路網の強化が不可欠であるというふうに考

えております。 

 続きまして４ページ、東京が目指す都市構造について御説明をいたします。都はこれま

で東京都のみならず、東京圏域全体で首都機能を担う環状メガロポリス構造を提唱し、環

状方向の広域交通基盤となる首都圏三環状道路の整備を推進してまいりました。２０１７

年に策定いたしました都市づくりのグランドデザインでは、環状メガロポリス構造よりも

広い圏域を視野に入れ、「交流・連携・挑戦」の都市構造を目指すということといたしまし

た。具体的には、区部と多摩、２つの拠点が東京圏の活力をリードし、三環状道路などの

インフラ整備の効果を生かし切るとともに、より広域的に、日本各地や海外との交流・連

携を促進することと致しております。 

 続きまして５ページでございます。首都圏三環状道路につきましては、国土交通省の強

力な事業推進のおかげをもちまして、整備が着実に進展し、高いストック効果を発現して

ございます。最初のリングとして全線開通した中央環状線は、整備の進展とともに、渋滞

損失時間が大幅に減少いたしました。これは道路はつながってこそ、その効果が最大限に

発揮されるということをまさに実証したものでございまして、残る外環につきましても、
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現在事業中の関越～東名間に加えまして、さらには湾岸道路までの早期完成が必要である

というふうに考えてございます。 

 続きまして６ページ、大規模更新と連携した高速道路網の充実・機能強化についてでご

ざいます。首都高都心環状線の大規模更新に当たりましては、構造物を単純に更新すると

いうだけではなく、景観形成でございますとか、道路機能の強化に向けた取組も併せて進

められております。日本橋区間につきましては、まちづくりと連携した地下化の計画案と

ともに、江戸橋ジャンクションの渋滞緩和のために必要な大型車の交通機能確保策として、

新たな都心環状ルートとなるトンネルを新設する方向性を取りまとめていただきました。

築地川区間につきましても、まちづくりと連携した取組とともに、急カーブの解消など走

行安全性の向上が課題とされております。また、首都高晴海線は、この築地川区間まで延

伸する計画となっておりまして、これらの大規模更新と連携して晴海線を延伸することに

よりまして、江戸橋や箱崎の渋滞ポイントを避けて都心と湾岸線の相互アクセスが可能と

なるなど、さらなる交通分散が期待されるところでございます。 

 続きまして７ページ、より一体的で利用しやすい料金体系の実現についてでございます。

東京都は、道路公団民営化以前から、利用しやすい料金体系の課題を提起し、一体的料金

体系の構築や都心部の通過交通を外側の環状道路へ誘導することについて、一貫して主張

してまいりました。２０１６年には、起終点を基本とした対距離制が導入されまして、首

都高の通過交通が減少し、圏央道への外側誘導が促進されたところでございます。今後は

高速道路網をさらに有効活用するため、混雑状況に応じた料金施策の導入などの取組が必

要と考えます。東京２０２０大会期間中に導入予定の首都高の料金施策は、その先例にな

るものと考えております。 

 続きまして、８ページでございます。首都圏高速道路の課題といたしましては、高速道

路会社間をまたいで利用する際、本線料金所やターミナルチャージがバリアとなっている

ということが挙げられます。圏央道の内側には、料金体系の境目を中心に本線料金所が２

８か所存在いたしまして、加減速や分合流を余儀なくされるなど、交通の流れを阻害して

おります。また、都民からは、多摩地域から中央道と首都高を通じて利用する際、料金の

割高感があると、そういった声も寄せられてございます。今後はこれらの課題の解決に資

する、シームレスで利用しやすい料金体系の実現に向けた取組が必要であるというふうに

考えてございます。 

 続きまして９ページからが、新型コロナウイルス感染症を踏まえた都の提案についてで
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ございます。ここの中では、まず都内感染状況と都の取組、そして交通機関への影響につ

いて御説明させていただきます。その後、東京都からの提案ということで、ここに記載の

３点について順次御説明をさせていただきます。 

 それではまず１０ページ、都内の陽性者数の推移と主な出来事についてでございます。

本日は時間の都合もございますので、主な出来事の説明はスライドを参照ということでさ

せていただきますが、現在、都民、事業者の皆様の御協力によりまして、新規陽性者数は

減少傾向にある。ただ、減少傾向にはあるものの、減少速度が緩やかになりまして、再増

加への厳重警戒が必要であることから、２３区では現時点では引き続き９月１５日までの

間、時短営業の要請を継続させていただいていると、そういう状況にございます。 

 続きまして１１ページ、新型コロナウイルス感染症に対する都の取組でございます。現

在東京都では、検査・医療体制の充実、「新しい日常」の定着に向けたサポートを推進して

おります。また、道路関係の施策では、国からの通知を踏まえまして、東京都においても

道路占用許可基準の緩和を行ったところであります。都民への周知につきましては、ステ

イホームの呼びかけや感染防止徹底宣言ステッカーの発行など、様々な取組を行ってござ

います。また、今後コロナ対策の司令塔として、現在喫緊の課題となっている感染症に関

する政策立案、危機管理、情報収集・発信など、効果的な感染症対策を一体的に担う、東

京版ＣＤＣの立ち上げに向けた取組を進めているところでございます。 

 続きまして１２ページ、交通機関への影響についてでございます。まず、首都圏の高速

道路は、前年比で約１～２割の減少にとどまっておりまして、中でも物流を担う大型車の

減少率が小さくなっております。参考までに、都営地下鉄の利用状況につきましては、１

月２０日から２４日の利用者数を基準としたものとなりますけれども、緊急事態宣言下で

の外出自粛の影響で、４月、５月の利用者数が特に減少しているという状況にございまし

た。 

 最後に１３ページ以降で、新型コロナウイルス感染症を踏まえた都の提案について申し

上げます。まず第１に、ＥＴＣ利用率１００％の実現についてでございます。首都高のＥ

ＴＣ利用率は約９６％に達しておりまして、高速道路が完全にＥＴＣ化されると、交通の

流れを阻害する本線料金所の撤廃につながるとともに、料金収受などに要するコストの削

減、混雑状況に応じた料金施策の導入につながることが期待されます。そこで、ＥＴＣ利

用率１００％に向けた普及促進とともに、ＥＴＣ車の利便性向上につながるＥＴＣ専用出

入口の整備推進、現金車の対応策などにつきまして、９都県市を代表して、都知事が国土
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交通大臣に要望をさせていただきました。この取組は、現金の収受の際の接触がなくなる、

いわゆるキャッシュレスかつタッチレスの拡大につながるため、新型コロナウイルス感染

症の拡大防止にも有効と考えます。 

 続きまして１４ページでございます。高速道路網の充実・機能強化を図るための安定的

な財源確保でございます。現行の有料道路事業の仕組みでは、高速道路の建設債務は２０

０５年から起算して４５年間で償還する必要があり、これから事業化する路線は、仮にそ

の開通まで１５年要すると、そのように仮定いたしますと、償還に充てられる料金収入は

１５年しか得られないということになってまいります。加えまして、新型コロナの影響で、

高速道路会社の料金収入が落ち込んでいるという状況もございます。首都圏三環状道路な

どの整備スキームは、有料道路事業を基本としつつ、不足分は公共事業を活用した合併施

行方式でありまして、有料道路事業の財源が減少すると公共事業の割合が増加し、地方公

共団体の負担が過大となるものではないかと、そのような懸念をしているところでござい

ます。そこで、有料道路事業の財源を安定的に確保する観点から、高速道路に係る債務償

還の在り方などを含めて、幅広い検討が必要であると考えます。例えば、建設債務の償還

期間を更新債務と同じ２０６５年まで１５年間延長し、建設債務と更新債務の償還を柔軟

に運用することが考えられます。ＮＥＸＣＯの償還期間は法定より５年短い２０６０年ま

でと聞いておりますので、これを２０６５年まで延伸するということも考えられるかと思

います。また、首都高日本橋地下化の例と同様、ＮＥＸＣＯに対する国の出資金の償還時

期を見直し、有利子債務を先に償還して支払い利息を軽減するということも考えられます。

こうした取組は、新型コロナを踏まえた不確実性への備えの観点からも重要であるという

ふうに考えます。 

 最後に１５ページ、デジタルトランスフォーメーションの推進についてでございます。

本年２月、都民のＱＯＬを向上させるためのスマート東京実施戦略を策定したところでご

ざいますが、新型コロナの経験等を踏まえますと、デジタルトランスフォーメーションの

一層の加速が求められます。例えば、新たな交通サービスとして、自動運転技術などの先

進的なＩＣＴ技術の活用や、広域的な連携によるＭａａＳの実現などが考えられます。ま

た、道路の障害や冠水、被災状況などをＡＩを活用して把握することで、災害対応力が強

化されると考えております。デジタルトランスフォーメーションを推進するためにも、今

後、国や各都市が行う先進的な取組、ノウハウを全国で広く共有する仕組みが必要と考え

ております。 
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 資料の説明は以上でございます。 

 最後になりますが、日本経済の成長エンジンである首都東京の機能を強化し、より機能

的で効率的な高速道路ネットワークを実現するため、東京都も国と連携して積極的に取り

組んでまいります。 

 以上で東京都からの発言を終わらせていただきます。どうもありがとうございました。 

【朝倉部会長】  武市副知事、どうもありがとうございました。 

 それでは、ただいまの御説明につきまして、委員の皆様方から御意見、御質問を頂戴し

たいと思います。いかがでしょうか。手挙げ機能、もしくは会場からの発言をお願いしま

す。画面が消えていてごめんなさい。見えないんですけれども、どうぞ。 

【佐々木委員】  読売新聞の佐々木ですが、よろしいでしょうか。 

【朝倉部会長】  どうぞ、御発言ください。 

【佐々木委員】  よろしいですか。御説明ありがとうございます。 

 高速道路と直接関係ないかもしれないんですが、せっかくこの場で副知事がお見えとい

うことでお聞きしたかったんですけれども、今行われている自民党総裁選では、地方創生

がかなり注目されるテーマになっておりまして、コロナウイルスの感染拡大を機に地方移

住を進めようなんて主張する方もいらっしゃいます。それに対する東京都のスタンスとい

いますか、東京の負荷を軽減するというような狙いもあるようで、協力する立場なのか、

あるいはやっぱり成長力を強化する、都市間競争のために人口を集めて東京を強くしてい

くべきとの立場なのか、できればお聞きしたいなと思いました。 

【東京都】  よろしいでしょうか。 

【朝倉部会長】  はい、お願いします。 

【東京都】  御質問ありがとうございます。いろいろ一極集中とかいうような形で、や

やもすると対立軸という視点で物事を見られがちではございますけれども、私ども東京と

地方というのは対立をするような関係ではなく、あくまで相互に支え、そして高め合う関

係にあるというふうに考えております。そうした中で、ただ東京の役割といたしましては、

やはり日本経済を牽引する役割というものを担っていると思いますし、そのために交通ネ

ットワークの発展なども必要でございますし、そうしたものを通じて人・モノなどの交流

が進んでいくということになるのかなと思っております。逆に首都東京が、その相対的な

地位を、先ほども申し上げましたが、やはりアジア各国に後れを取っているという状況が

ある中で、首都東京の地位の相対的な後退があると、それは日本経済全体の停滞にもつな
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がり、日本そのものが埋没してしまうというようなことがありますので、やはりそうした

東京の役割、特性というものをきちんと踏まえた上で、都市も地方も両方繁栄、発展する

という施策をぜひとも考えていただきたいと思っております。 

【朝倉部会長】  よろしいでしょうか。 

【佐々木委員】  はい、ありがとうございます。 

【朝倉部会長】  それでは、ウェブのほうから大串先生、小林先生の順でお願いします。 

【大串委員】  ありがとうございました。分かりやすい御説明でした。 

 一つ端的に質問したいんですけれども、財源問題のところで、永久有料化というのを都

としてどう考えておられるのかということをお聞きできればと思います。これから大規模

修繕等、更新など行われる中において、非常に財源が求められるわけですけれども、都と

して今回償還の延長ということを検討されておられるわけですが、いっそ永久とするのか、

そこの御意見を聞かせてください。よろしくお願いします。 

【朝倉部会長】  いかがでしょうか。東京都としてのお考えをお願いします。 

【東京都】  ありがとうございます。やはり償還期間につきまして、現在の状況ですと

２０５０年までであれば、やはり十分な投資可能額が見込めない、そのためになかなか、

必要な投資を躊躇してしまうという、そういったリスクがやはりあるかなと思っておりま

す。本日御提案をいたしました建設債務の償還期間の延伸と、更新債務も含めた柔軟な運

用、それを合わせまして、現在進められている更新事業のコスト削減が可能となりますと、

それを機能強化策に充当するということが可能となってまいります。有料道路事業の財源

をやはり十分に確保できないような場合には、地方公共団体の負担が重荷になってしまう

というようなことがございますので、償還期間の延伸というものは有効な手だてであると

いうふうに考えておりますし、また、それを永久的に延期するかどうかという点につきま

しては、いろいろ議論もされているというところも聞いておりますので、その議論を私ど

もとしても注視していきたいというふうに考えております。 

【大串委員】  答えにくいこともあるかと思いましたが、非常に、これはもう真正面か

ら考えなきゃいけないことだと思いますので、ぜひ内部でも御検討いただけたらと思いま

す。よろしくお願いいたします。 

【東京都】  ありがとうございます。 

【朝倉部会長】  ありがとうございました。今の、恒久化については、いい面と悪い面

と両方あると思います。どういういい面と悪い面があるかということを含めて、選択肢か
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ら外さないということが大事かと思うので、御検討をよろしくお願いします。 

 小林先生、お願いします。 

【小林委員】  新型コロナ感染期間中であっても、物流が途切れなかったということは、

社会システムを維持していくうえできわめて重要なできごとでした。今日お話の中に、都

として、物流あるいはロジスティクスの持続可能性に関する話が出てこなかったと思いま

す。東京都として物流を維持するためにドライバー、トラック運転手の確保が重要な課題

になっている思うんですが、東京都として検討されておられるんでしょうか。その辺、も

し情報があればお聞かせいただけるとありがたいです。 

【朝倉部会長】  いかがでしょうか。 

【東京都】  まず大きな前提といたしまして、やはり物流というものは非常に都市生活

を支える根幹でございまして、物流への配慮というのは非常に大事であるというふうに考

えてございます。今般２０２０大会期間中の料金施策の中でも、自家用車につきましては

時間料金制という形で、変動料金制導入をしていただきますけれども、物流トラックにつ

いてはその対象から外すということで、やはりその辺は物流の重要性を考えた上での対策

ということで認識をしてございます。 

 現在、お尋ねのような点で具体的な取組について、すみません、ちょっと私のほうで個々

に承知はしておりませんが、やはり物流、特に港湾機能の充実なども含めまして、今後、

引き続き都市問題として取り組む課題であるというふうに考えております。 

【小林委員】  ありがとうございました。 

【朝倉部会長】  恐らくコロナをきっかけとして、物流の問題に対する根元的な問題が

さらに浮かび上がるとともに、物流の効率化についても一層推進させるべきところがクリ

アになってくるんじゃないかと思うので、そういったことを東京都としても御検討いただ

くとありがたいんじゃないかという御発言の趣旨でなかろうかと思います。ありがとうご

ざいました。 

【小林委員】  はい。 

【朝倉部会長】  ほか、いかがでしょうか。会場からよろしいですか。 

 私から簡単に１点だけお願いします。資料の中に混雑料金の話がありまして、オリンピ

ックの期間中はプラス１,０００円ということで導入されるということで、それをきっかけ

として、混雑料金のことがこれからも議論されることだと思います。オリンピックの混雑

料金のことについてはもう当然議論になったと思うんですが、平面街路に結構負荷がかか
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るので、そういったことについての諸問題について、都として、オリンピックの期間中だ

から耐えしのげるというふうなことなのか、あるいは今後、混雑料金が恒常的に課金され

るようなことがあったとしても、平面についてはある程度耐えられるという、そういう見

通しというか、想定というか、そういうことで議論されているというふうに理解してもよ

ろしいでしょうか。 

【東京都】  まず、オリンピック・パラリンピックの期間中につきましては、やはり全

体的な人の移動なりについては、やはり一定程度大会に配慮していただくと、そういう前

提の中での取組でございますので、首都高におきまして、このような料金制を導入するこ

とで対応すれば、一般道路のほうも含めて、都内の交通量については、オリンピックのよ

うな大規模な大会開催に対応できるというふうに考えております。 

 なお、これを恒久化していくようなことにつきましては、先ほどもありましたような物

流への配慮など、様々な点から検討が必要でございますし、また、社会的にも、やはりこ

れは受容していただけるのかどうかと、都民、国民の皆さんの御理解ということもやはり

重要になってくるかと思います。まず、その２０２０大会期間中に初めての取組になりま

すが、このような時間料金制を導入いたしますので、それにおけます交通の流量の変化な

ど検証した上で、今後の対応を考える必要があるのかなと思っております。 

【朝倉部会長】  ありがとうございます。高速道路の料金については、基本的には償還

主義で設定されているものでありますが、いわゆる高速道路と、それから一般の道路との

間の交通の適正な分担という視点からの料金の設定というのも大事な視点かと思います。

償還ができるという条件つきで、その適正な分担を実現できるような料金の議論というの

は、今後も進めて、都も御協力いただいて進めていくといいんじゃないかなというふうに

感じた次第です。ありがとうございました。 

【東京都】  よろしいでしょうか。本当にどうもいろいろ御指摘ありがとうございます。

私ども、お話にも出ておりますように、例えば高速道路、本当に無料開放をした場合には、

そうしますと高速道路のほうに当然車が流れてくるというようなことにもなってまいりま

して、そうしますと高速道路における交通渋滞が悪化してくる、また維持補修に係る財源

をどうするか、そのような問題もございますので、そうした点なども含めまして、東京都

としても引き続き検討いたしまして、また皆様方と意見交換できればと考えております。

本日はどうもありがとうございました。 

【朝倉部会長】  ありがとうございました。それではこれ、先生手を挙げておられます
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が、御質問ということではないですよね。ありがとうございます。 

 それでは、特にこれ以上の御質問等ございませんようですので、東京都のヒアリングは

以上ということにさせていただきます。 

 武市様におかれましては、ここで御退席というふうに伺ってございます。どうも本日は

お忙しいところありがとうございました。 

【東京都】  どうもありがとうございました。 

【朝倉部会長】  それでは、次のヒアリングに移りたいと思います。次は東京ガス株式

会社でございます。 

・東京ガス 動画説明 

 東京ガスのＧＩＳ活用について、概要を説明いたします。 

 ４か所のＬＮＧ基地から、青い実線の高圧導管が伸びています。ガスを供給しているエ

リアは水色で表示しています。高圧導管以外に、圧力の低い導管が毛細血管のように張り

巡らされており、約６万５,０００キロメートルのガス導管を維持管理しています。ガスを

長距離輸送する場合には、高い圧力で供給するほうが効率的であり、需要場所のニーズに

合わせて段階的に減圧をして、ガス供給しています。 

 大阪での天六ガス爆発事故を契機に、ガス導管網図の整備が必要となりました。また、

ガス種を天然ガスに切り替える熱量変換作業を実施することとなったため、導管網の緻密

な圧力解析が必要となりました。これらを踏まえ、１９７７年、紙図面管理からコンピュ

ーターで管理するマッピングシステムの開発を行い、１９８２年から運用を開始しました。

誕生から既に４０年を超えています。 

 ７０年代、日本にはマッピングを手がける企業が存在せず、東京ガスが独自にマッピン

グシステムを開発しました。データベースのレイヤー概念も、データベースを読み書きす

るマネジメントシステムも、全て自社開発しました。データベースとデースベースマネジ

メントシステムから成るＧＩＳ、地図情報基盤の上に業務用のアプリケーションを載せて、

各システムを開発しました。 

 現在、通常時の利用者数は１日約２,５００人です。年間登録データ件数は、本支管工事

で年間１万件、供給管・内管工事で年間１００万件、他工事管理業務で年間３０万件とな

っています。 

 常に導管図情報データを基に設計から工事を行い、工事結果をデータベースへ反映し、

維持管理や次の設計に活用しています。日々このデータサイクルを繰り返すことで、導管
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図情報の精度を高めています。 

 マッピング導入時、各行政から借用した道路台帳から地形図を作成しましたが、各行政

の道路台帳に若干ずれがあり、つなぎ合わせると道路端、行政境にずれが生じました。そ

の後、道路管理センターの道路地形情報などを利用して補正を行い、精度を高めました。 

 マッピングシステムは、ガス導管建設工事、他工事管理業務、地震防災などの各業務で

活用しています。 

 多くの導管部門の社員が、日々の業務で様々な導管情報を参照するためのマッピングシ

ステムが、Ｃｈｅｅｓｅというシステムです。多数ある東京ガスの導管系業務システムの

中で、利用頻度は最大のものとなります。 

 導管の口径、延長、ネットワークの形状から、ガス輸送圧力解析を行う業務システムが

ＭＡＰＮＡＳＳです。新規のお客様からガス利用の申込みを受けた際に、既存のガス導管

で供給が可能かどうかを解析、判定します。供給能力が十分でない場合は、導管網の増強

工事が必要となります。また、この解析により、ガス管の切断工事時のバイパスの必要性

を判定することにも利用されています。 

 他工事管理とは、他企業の工事からガス導管を守るための維持管理業務です。それを支

援するシステムがＴＧ－ＭｅｒｃｕｒｙＰｌｕｓです。タブレット端末でシステムを閲覧

でき、屋外でガス導管の埋設位置情報確認、他企業との協議書作成、掘削時の写真撮影な

どを行います。 

 経年管など、更新工事が必要なガス管の数量及び位置など、更新計画の立案を支援する

システムがＳＭＡＰです。具体的な検索条件を入力することで対象管を表示することがで

き、確実なガス漏れ防止の対策にもつなげています。 

 東京ガスでは、ガスの圧力を制御する地区ガバナ約４,０００か所に地震計を設置してい

ます。地震計での揺れの情報から、瞬時に供給停止の判断、また、ガス管の被害推定を判

断できるＳＵＰＲＥＭＥというシステムを開発しました。 

 低圧ガス導管の地震被害推定の流れは図のとおりです。測定したＳＩ値からエリアごと

の地震被害を推定して、どの場所で供給停止をすべきかを判断することができます。 

 まず、約４,０００か所の地震計で観測されたＳＩ値を地盤の揺れやすさを示すデータと

重ね合わせることで、供給エリアの各５０メートルメッシュごとの揺れを推定ＳＩ値とし

て算出します。 

 続いて、推定されたＳＩ値から低圧ガス導管の被害を推定します。ここでは、ＧＩＳで
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管理しているガス管の属性情報ごとに、過去の地震で得られた被害率曲線、そして地盤の

推定ＳＩ値から、エリアごとの低圧ガス管被害数を推定することができます。この予測に

基づき、供給停止エリアを判断することができます。 

 供給停止をしたエリアのガス管の復旧を支援するシステムがＨＵＲＲＹです。復旧支援

システムＨＵＲＲＹは、地震防災システムＳＵＰＲＥＭＥと連携しており、復旧手法や被

害状況を地図上に表示でき、また、復旧計画立案や復旧の進捗管理に活用しています。 

 ガス管内に水や土砂が侵入すると、場所を特定するのに時間がかかるため、ＨＵＲＲＹ

により地表面やガス管の標高データを活用し、ガス管内に侵入した水がどこにたまってい

るかを推定することが可能です。 

 ＧＩＳの今後の課題として、地下インフラ設備損傷を削減するためのデータプラットフ

ォームの活用が挙げられます。インフラ情報の共有と活用は、他の地下埋設物保有インフ

ラ企業と情報を共有、活用して、埋設位置確認作業のさらなる効率化を目指すものです。

工事計画の事前登録・共有は、インターネットを利用してインフラ工事計画の確認を容易

にします。路上工事情報の共有は、インフラ企業間の路上工事を共有化し、現在の各イン

フラ企業同士の対面作業を効率化・高度化することとなります。 

【朝倉部会長】  御意見、御質問等ございましたら、今日御出席の嶋田様のほうに御回

答をお願いしたいと思います。 

 どなたか御質問、もしくは御意見ございますでしょうか。いかがでしょう。 

【児玉委員】  児玉ですけれども、よろしいでしょうか。 

【朝倉部会長】  はい、どうぞお願いします。 

【児玉委員】  動画と資料を見させていただいたんですが、東京ガスもいろいろなシス

テムが稼働していて、相互に運用していくのは非常に大変、苦労されているんだと思うん

ですけれども、昨今のデジタル化の遅れという日本の課題の中で、タコつぼ型のシステム

開発で縦割りだというふうなことを言われているんですが、東京ガスのシステムでは、そ

の辺の、縦割りの弊害みたいなものを抑制するというか、制御するというか、そういった

ことについてどのような努力を行われているのかというのを聞かせていただければと思い

ます。 

【東京ガス】  東京ガス、嶋田と申します。弊社の縦割りの弊害の解消に向けた対応に

ついて御説明させていただきます。 

 お配りさせていただいた資料の中には、マッピングとかいろいろなシステムを１つの情
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報の中に入れるというような形で説明はさせていただいているんですけれども、弊社の中

でも、同じようなシステムが違う部署で使われているというようなところもございまして、

それは本社の全体の横串を通す部署というのを作りまして、そこで全体のバランス感とか

というところを調整するというふうにして、全体で最適なシステムの運用をするというと

ころで、全体最適というところでいろいろな対応を行っているというところでございます。 

【朝倉部会長】  よろしかったでしょうか。 

【児玉委員】  はい。どうもありがとうございます。 

【朝倉部会長】  小林先生、手が挙がっています。よろしくお願いします。 

【小林委員】  デジタルトランスフォーメーションというのは、現場のマネジメントを

高度化するために大きな役割を果たすことになる。マネジメントあってこその情報システ

ムだと思います。そういう意味で、東京ガスさんは随分早くからリスクマネジメントシス

テムを導入されているということで感銘を受けました。リスクマネジメントという視点か

ら見れば、例えばガス管の災害時や地震後の復旧に当たっても、安全性をきちっと確認し

てからでないと開栓できないとか、そういういろいろな復旧上の特殊性というのか、おあ

りだろうと思うんですが、今後首都圏の直下地震に備えたリスクマネジメントの高度化と

いうことに対して、どういう課題を今考えていられるかということを教えていただければ

ありがたいです。 

【朝倉部会長】  嶋田さん、お願いします。いかがでしょうか。 

【東京ガス】  御質問ありがとうございます。リスクマネジメントの高度化については

御指摘いただいたとおりで、地震の際は早期の復旧とともに、皆様の安全を確保するとい

うところが双方求められているようなところでございます。お配りさせていただいた資料

の中でも、弊社のシステムだとＳＵＰＲＥＭＥというのを導入させていただいておりまし

て、首都圏４,０００か所に地震のセンサーをつけさせていただいて、どこで揺れが大きか

ったのかとか、どこで揺れが小さかったのかというところを監視させていただいておりま

す。それに加えてガス管の耐震性というところも把握しておりまして、耐震性の強い地域

とか、弱い地域とかというところを把握しております。それらを総合的に勘案して、早期

に復旧が可能なところと、一旦ガスを止めて安全に復旧するところというところを分けて

復旧に当たらせていただくというところで、安全かつ早急に地震に対する復旧というとこ

ろを考えているというところでございます。 

【朝倉部会長】  小林先生、よろしかったでしょうか。 
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【小林委員】  はい。 

【朝倉部会長】  ほかに御質問ございませんでしょうか。 

 もしなければ私から１点なんですけれども、ガス管を含む地下埋設物をデータベース化

されるには、大変な御苦労があったかと思います。とりわけ道路台帳には存在するけれど

も実際行ってみたらないとか、逆に実際には存在するけれども道路台帳には書かれていな

いとかといろいろあると思うんです。そういった地下埋設物をガス会社のほうでデータベ

ース化していただく、さらにそれをほかの地下埋設物を持っておられる、例えば電力であ

ったり、上下水道であったり、そういうところとデータ共有ということにこれから進んで

いくと思うんですけれども、データ共有を進めていただく上で最も困難だというふうにお

考えになったことは何でしょうか。 

【東京ガス】  御質問ありがとうございます。最も困難と考えているのは、弊社の場合

は道路台帳を基にマッピングを作っておりまして、それと現地の差を個別に調整するとい

う形でマッピングを作り上げております。他社様におかれましては、また他社様独自の作

り方だとか、いろいろな座標系を持っていらっしゃったりだとかすると思いますので、ど

うしても単純に重ね合わせると、今御指摘あったように、ずれてしまうというところがあ

りまして、それを調整するというところとか、合わせたときの誤差というのをどのように

理解して運用するかというところに課題があると感じております。 

 以上になります。 

【朝倉部会長】  分かりました。そうすると、そういった複数のライフラインの地下埋

設物のデータをどこかで一体的に管理して、そこが今おっしゃったようなデータの突き合

わせとか、共有とか、そういったことをするというスキームも考えられなくはないんです

けれども、それはそれで各社にとっては不都合があるということもあるかもしれないんで

すが、そういったことの可能性はどういうものでしょうか。 

【東京ガス】  各社１つの仕様に合意できれば、可能かとは思います。今もう、東京都

様の中では、１つのデータベースで各社の埋設物を共有するというところはやっておりま

すので、そのメリット、デメリットを整理した上で、どこまで使えるというところを認識

の上、使用していくことが重要なのかなというふうに認識しております。 

【朝倉部会長】  はい、ありがとうございました。ほかに御質問いかがでしょうか。そ

ちらの部屋のほうもないですね。 

 分かりました。それではほかに御質問がないようでございますので、東京ガス株式会社
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からのヒアリングは以上とさせていただきます。 

 嶋田様におかれましては、ここで御退席ということと聞いております。どうもありがと

うございました。 

【東京ガス】  ありがとうございました。 

【朝倉部会長】  それでは、続きまして東日本高速道路株式会社のヒアリングと、あと

意見交換に移ります。 

・ＮＥＸＣＯ東日本 動画説明 

 ＮＥＸＣＯ東日本の小畠でございます。本日はよろしくお願いいたします。 

 本日の目次でございます。御覧の４項目についてお話しいたします。 

 まずは新型コロナウイルスによる事業への影響についてであります。 

 緊急事態宣言が発令される前の２月からの交通量をまとめております。３月以降、ゴー

ルデンウイークにかけて減少しております。ゴールデンウイーク以降、緩やかな回復傾向

にありますが、休日交通量の落ち込みが顕著に現れています。移動自粛解除後に、対前年

比９０％近くまで一時的に回復いたしましたが、以降は対前年比８０％程度を推移してお

り、お盆期間中は６４％でした。例年多くのお客様に御利用いただいているこの時期の大

幅な利用減は、経営的に非常に厳しい結果をもたらしております。 

 次に、料金収入を見てみます。前年同月と比べた料金収入は、大幅に減少しました。５

月は東日本大震災発生時を上回り、民営化以降で最大の減少率となっております。６月、

７月も前年同月比で約８割の状況でございます。さらに８月は、６月、７月以上に交通量

が落ち込んでいることから、相応の減少を見込んでおります。新型コロナウイルスによる

経済活動等への影響がどれだけ残るかが見通せない状況であり、しばらくは非常に厳しい

見通しと言わざるを得ません。 

 続きまして、休憩施設における収入の推移です。左側のグラフが休憩事業における当社

の収入、右側が店舗売上高です。交通量、料金収入と同様の傾向ですが、料金収入よりも

回復傾向が鈍く、休憩施設事業の業績悪化も著しく厳しい状況となっております。また、

資料にはございませんが、工事におきましても、コンサルタントへ発注している設計業務

の一時中止により、一部の工事発注が後ろ送りになっており、事業への影響を注視してい

るところでございます。 

 まとめといたしましては、新型コロナウイルス感染拡大により、私どもの経営への影響

は甚大でございます。一方、国民の皆様へ安全・安心な高速道路を御提供することを最優
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先事項として認識しておりますので、引き続き高速道路の運営上必要な事業につきまして

は、着実に実施していく所存でございます。 

 続きまして、高速道路における新型コロナウイルス感染拡大防止への対応です。 

 まずは、お客様への感染拡大防止対策です。多くのお客様と接触する交通パトロール隊、

料金収受員等の感染拡大防止対策を行い、高速道路ネットワークの機能を確保いたしまし

た。また、商業施設内における対策も実施いたしました。しかし、当社管内関係者１４名

の感染が確認されております。高速道路は重要な交通インフラでありますので、確実な事

業継続が必要となります。よって、当面の対策としては、料金収受員が感染した際にはＥ

ＴＣ限定運用を行うことで、料金所機能を確保いたしました。 

 次に、休憩施設におけるキャッシュレス決済ですが、現在順次導入を進めているところ

です。新しい生活様式の観点からも、キャッシュレス決済を推奨することは意義があるも

のと考えております。 

 こちらは不要不急の移動自粛に向けた対策でございます。政府の基本的対処方針を踏ま

え、高速道路の各種媒体を活用し、移動自粛について呼びかけを行いました。また、本来

休日割引の対象日となる土日祝日に通行していただいた場合でも、休日割引を適用しない

措置を実施いたしました。 

 厚労省からの要請により、帰国者を羽田空港から成田空港付近のホテルまで、約１００

台の自衛隊バスによる移送に協力いたしました。移動途中の休憩に備えたトイレの設置や、

料金収受員との接触を避けるための交通運用を実施いたしました。しかし、空港内検疫の

混乱等により、対応に苦慮することがありました。このような状況に対応するため、当社

が新型インフルエンザ特措法の指定公共機関として指定されることにより、会社としての

責務が明確になるとともに、情報の早期入手による初動対応の迅速化や、厚労省をはじめ

とする各関係機関との調整の円滑化が期待できると思われます。 

 最後に、休憩施設の駐車エリアにおける環境整備でございます。深夜帯を中心に大型車

の駐車ますが不足している状況は依然として発生していますので、休憩施設の混雑緩和に

取り組んでおります。具体的には、既存駐車エリアの配置見直しや、小型車と大型車双方

で利用可能な兼用ますを整備し、駐車ますの拡充を進めております。また、ダブル連結ト

ラックの確実な駐車スペースを確保するために、ＥＴＣ２.０による事前予約が可能となる

駐車予約システムを試行的に整備予定でございます。 

 続きまして、インフラ管理プロセスの高度化・効率化の取組についてであります。 
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 弊社のデジタル化の取組の１つとして、ＳＭＨ、スマートメンテナンスハイウェイプロ

ジェクトや、雪氷作業の高度化の取組などを御紹介いたします。こちらのＳＭＨの概要は、

昨年の第３６回国土幹線道路部会でも御説明させていただいております。まずは弊社の取

組として、こちらの動画を御覧ください。 

（動画） 

 「高速道路の見えない構造を映し出す進化した目、届かない高さまで点検できる進化し

た目、除雪作業を宇宙からアシストする進化した頭脳」。 

 動画で御紹介した技術ですが、左側がＭＲ技術を活用した教育研修ツールです。実際の

構造物の内部を複合現実と可視化することで、構造の基本的な考え方や設計・施工上の特

性を学習できるものでございます。右側が点検・調査ツールの開発ということで、壁昇降

点検ロボットです。コンクリート橋脚の高い位置の点検困難箇所で壁面を自走し、昇降し

て打音点検するロボットを開発、点検業務に導入していきます。 

 こちらは準天頂衛星を活用した高精度測位システムに高速道路の高精度地図情報を組み

合わせることで、除雪車両の正確な位置を把握し、これを基に吹雪や夜間等の視界不良状

態でも、車線のはみ出しやガードレール等への接触を予測して、視覚的にガイダンスする

運転支援システムでございます。 

 続きまして、ＣＣＴＶカメラの画像処理による異常事象検知の御紹介です。長大トンネ

ルにはＣＣＴＶカメラを設置しておりまして、このカメラで撮られている映像において停

止等の事象があった場合、システムが自動的に検知いたします。これを道路管制センター

が把握しますので、異常事象が発生してからパトロールカーへ緊急対応を指示する等の間

において、速やかな対応が可能となっております。 

 最後に、新たな業務改革として、保全計画会議の取組を紹介いたします。資産情報を一

元的に検索・表示するＵＩツール、点検データを可視化・分析するＢＩツール、現地状況

をデジタル空間内で確認可能な全周囲道路映像システムなどを導入いたしました。従来は

紙の報告書を使って会議を実施していましたが、新たな会議は大型画面に多種多様なデー

タを表示し、補修判定を決定いたします。資料はＢＩにより自動作成、見るべき視点やポ

イントの標準化、知識や経験に加えまして、多種多様なデータを多角的に分析しながら、

意思決定できるようになります。結果、会議準備に係る作業は１３日から４日に削減、生

産性は約４倍向上しております。 

 こちらの資料は御参考でございますが、弊社が管理しております高速道路の事業データ
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でございます。 

 続きまして、ＥＴＣ専用化についてでございます。 

 まず、ＥＴＣの利用状況及び料金管理業務の高度化・効率化への取組を御紹介いたしま

す。当社管内のＥＴＣの利用率は、管内平均で９１.４％となっておりますが、地域や路線、

車種によって利用率にばらつきがあります。当社管内では大都市近郊の利用率が高く、路

線別では、都市部において現金車とＥＴＣ車の料金差が比較的大きいアクアラインや、東

京外環道の利用率が高くなっております。このような状況下で、当社は料金所の利用台数

やＥＴＣ利用率等の特性に応じ、料金精算機の整備や料金所の遠隔監視の導入など、料金

管理業務の高度化・効率化を進めております。 

 ＥＴＣの専用化について、当社の考え方を御説明いたします。当社はこれまでもＥＴＣ

をはじめとしたＩＴを活用し、料金収受業務の高度化・効率化に積極的に取り組んでまい

りました。現在、労働人口の減少が進み、地域によっては収受員の確保が厳しくなってき

ていますが、必要人員の安定的な確保に努めている状況にあります。このような状況の中、

ＥＴＣ専用化は、料金収受業務の高度化・効率化を加速する有力な選択肢と考えており、

戦略的な料金体系の導入の実現や新型コロナウイルス感染症対策の観点、具体には非接触

対策、キャッシュレスの推進においても有効な施策になると考えております。 

 一方、ＥＴＣ専用化を円滑に実施するためには、幾つかの解決すべき重要な課題があり

ます。まだＥＴＣ専用化の検討が始まった段階ですので、具体的な運用の姿が明確ではあ

りませんが、想定される課題を列挙いたしました。１つ目が、国民の合意形成・法的整理

となります。お客様の混乱や料金所でのトラブルが発生しないよう、国民全体の合意形成

を図るとともに、制度的な整備もしっかりと行っていく必要があるということでございま

す。２つ目が、非ＥＴＣ車のＥＴＣ利用への移行促進でございます。国内のＥＴＣ車載器

非搭載車は約４,０００万台程度と推定されます。このままでＥＴＣ専用化を行うと、ＥＴ

Ｃを利用していないお客様への影響が大きいため、ＥＴＣ車載器の標準装備化や低廉化、

車載器購入費の助成といった車載器の普及策や、ＥＴＣカードを保有していない方にＥＴ

Ｃカードを保有していただく方策により、ＥＴＣに移行していただくということが必要不

可欠でございます。３つ目が事後請求スキームの検討となります。ＥＴＣ専用化を行った

場合は、現在よりも多くの非ＥＴＣ車が誤って進入してしまうことが想定されます。でき

るだけレーン上での対応をする時間を短縮し、お客様の安全と円滑な交通を確保するため、

事後にお客様に請求するスキームを検討する必要がございます。４つ目が不正行為・回収
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不能リスクの抑制策となります。事後請求となった場合に、通行料金負担の公平性を確保

し、料金の回収不能による償還や会社経営への影響を最小限に抑制するための方策が必要

と考えております。最後に人員対策等に関わる課題です。現在、当社管内の料金収受員は

約６,０００名おります。ＥＴＣ専用化を行った場合は、現在よりも少ない人員で業務を実

施することが可能となりますが、先ほどの誤進入車への事後請求やＥＴＣ車線の監視、機

器故障対応、お客様対応などに人員は一定程度必要となります。業務の高度化・効率化を

不断に進めながら、最適な人員体制の検討・確保を行ってまいります。また、災害や緊急

事態の発生時に、料金所で遠隔・非接触による対応を適切に行うためのシステムや体制を

構築する必要もございます。 

 以上申し上げた様々な課題の解決には、相応のコスト及び時間を要します。特にＥＴＣ

利用率が低い地方部においては、ある程度の時間が必要ですので、お客様の御不便や国民

負担の増大をもたらすことのないよう、着実に取り組む必要があると考えます。まずはＥ

ＴＣ専用化の具体的な形を明確にしていただくことで、必要なコスト、時間を適切に見定

め、計画に落とし込んでいくということが可能となると考えております。本件につきまし

ては、当社だけでは解決できない課題も多くありますので、国土交通省はじめ関係機関の

協力も得ながら、連携して対応することが不可欠と考えておりますので、引き続き、ぜひ

よろしくお願いいたします。 

 最後に、ＥＴＣのセキュリティー確保の課題について、御参考までに触れておきたいと

思います。ＥＴＣの専用化に当たっては、なりすましやＥＴＣカードの偽造などに対して、

引き続き安全な利用環境を維持することが重要でございます。一方、ＥＴＣ導入から約２

０年が経過し、著しいＩＣＴ技術の進展に伴い、カード・車載器暗号の暗号が破られる可

能性が高まり安全性が低下する、いわゆる危殆化が見込まれているため、今後、お客様の

利用になる車載器について、新暗号仕様の車載器への円滑な更新を進めていく必要がござ

います。そのため、現セキュリティー規格の変更について明確にして広報を行っていくこ

と、及び更新を促進する方策などについて、国、各道路会社、関係機関が連携して取り組

んでいく必要がございます。 

 以上、ＮＥＸＣＯ東日本の資料の御説明をさせていただきました。ありがとうございま

した。 

【朝倉部会長】  御意見、御質問等ございましたらお願いします。小畠様に御回答をお

願いしたいと存じます。 
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 委員の皆様、御質問、御意見いかがでしょうか。 

 根本先生、どうぞ。 

【根本委員】  それでは私のほうから、休憩施設の大型車駐車エリアに関して、御質問

させていただきたいと思います。 

 御指摘のように、トラックの休憩・休息場所の確保というのは重要だと思うわけですけ

れども、やっぱり物理的に容量を増やすのはなかなか難しい面があるんじゃないかと思い

ます。したがって、長時間駐車に関しては有料化するとか、あるいは高速道路の外に大き

なスペースを作って一時退出を許すとか、そういうふうな仕組みがどうしても必要になっ

てくるんではないでしょうか。資料で駐車予約システムというようなのが提案されていま

すけれども、これはドライバーにとっては便利ですが、容量は必ずしも増えるわけではな

いので、容量を増やすための対策を検討されているでしょうか。。 

【ＮＥＸＣＯ東日本】  御質問ありがとうございます。まず、長時間駐車についてなん

ですが、この長時間駐車についても、コンセンサスというか、認識がそろうかどうかとい

うのが私はまずあると思っております。どういう意味かと申しますと、高速道路における

長時間駐車というのは、本来、想定外だと。高速道路として通常のサービスを超えている

んだという、５時間、６時間いるということはおかしいんだという、そういうペナルティ

ー的な意味で、この長時間駐車を捉えるのか、それとも長時間駐車そのものは、もうこれ

は事実としてあるんだから、これをもうビジネスとして捉えるんだと。ビジネスとして捉

えるんであれば、これは当然対価としてのサービスを提供せないかんと。そういう中で駐

車スペースの確保、予約システムによる確保とか、それからそれ以外の、例えばシャワー

室をそばに作るとか、そういったようなほかのビジネスと附帯して有料で幾らと、こうい

うような捉え方もあるので、そのどちらの方向に行くべきかというか、考えが集約されて

いくかということを、より議論を深めていきたいなと私はまず思っております。 

 それから２点目の、この高速道路外に大規模なスペースを作ると。これは非常に現実的

かどうかというのもあるんですが、どういう意味で現実的かどうかというのは、どなたが

というか、誰がこのスペースを作るのかというのがありまして、今高速道路会社としては、

既存のＳＡ・ＰＡを少しずつ拡充して、広げて、駐車スペースを確保、拡大しているわけ

ですけれども、発想を切り替えて、じゃあ我々自身が外に作るかというと、今は考えてお

りません。つながっている世界でしかないと。ただ、どなたかが作っていただいて、また

は既存の道の駅等の、あのスペースを有効活用して休憩用に使うということであれば、今
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ＥＴＣ２.０で３時間ほど、社会実験的に基本料金取らずに出入りできるようなっているん

ですが、それを３時間では不十分であれば、その場所についてはもうちょっと広げるとか、

そういった弾力的な運用はできるんではないかなと思っております。いずれにいたしまし

ても、流通業を支えるという意味で、高速道路における、またはその周辺における駐車ス

ペースの確保、休憩スペースの確保は大事なことと思っておりますので、当社としても前

向きに検討は進めていきたいなと思っております。ありがとうございます。 

【根本委員】  ありがとうございました。 

【朝倉部会長】  ありがとうございました。 

 石田先生、お願いします。手が挙がっています。 

【石田委員】  石田でございます。ありがとうございます。 

 東日本さんと全く同じ質問を首都高さんにもしたいんですけれども、よろしいですかね。 

【首都高速道路】  了解しました。 

【朝倉部会長】  結構でございます。 

【石田委員】  メンテナンスのスマート化に関してなんです。スーパーメンテナンスハ

イウェイもインフラドクターとも本当にすばらしくて、すごい先進的な事例でどんどんや

っていただきたいんですけれども、これ多分環境が整うのを待っていられずにスタートさ

れたと思うんですが、それぞれの基盤の地図データが、それぞれが作られたものでやって

おられるので、地理院の国土基盤情報とか、デジタルロードマップとちゃんとひもづけら

れていないんですよね。これから相互に連携するとか、下道との横展開を図っていくとか、

いろいろなサービスとの連携をしていく上で、そういう地図基盤とか、データ基盤という

のは極めて重要になっていくと思うんですけれども、そのときにそういうふうなものが環

境が整えば、そういうのと一緒にやるつもりはお持ちでしょうかということと、そういう

ことを容易にするためには、逆に言うと基盤側でどんな入り口を整備しておけばいいかと

いうこと、極めて大事だと思いますので、その辺急な質問で申し訳ないんですが、答えて

いただける範囲で結構でありますので、何か教えていただければ、これからのＤＸを全体

として考えていく上で非常に役に立つのでありがたいと思います。よろしくお願いいたし

ます。 

【朝倉部会長】  はい、お願いします。まずＮＥＸＣＯ東日本の小畠様に御回答いただ

いて、同じ質問が首都高速にも出ているので、ちょっと順番が違いますけれども、首都高

速のほうからも併せて御回答いただけると幸いです。よろしくお願いします。 
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【ＮＥＸＣＯ東日本】  首都高速さんがなさっている技術開発と当社が行っているＳＭ

Ｈ、目的的には生産性の向上と、老朽化が進む、特に構造物を中心とした、首都高さんの

場合には特に構造物、比率高いんですが、そこの老朽化が進む中での点検業務、補修業務

が増える中での生産性向上と、こういう大きな目的に向かっている方向は一緒だとまず思

っているんですけれども、今の要素技術について、一部、やはり違うところもあるとは思

っています。例えば全方位の画面把握にしても、構造物の多いところと、当社のように野

原というと言葉は悪いですけれども、空と海がいるところ、多い中でのポジション把握と

いうのは、技術的にはやや違うのかなと思っておりますが、将来的にどういった部分で共

通化、またはより高いレベルのものにインテグレートされるものがあるかどうかというの

は、やはり競合と言いませんけれども、どこかで競合しながらも統合された、統合的なメ

リットがあるエリアをこれから探していきたいなというふうには考えています。ＳＭＨ、

当社の場合２０１３年から体制を作って検討を始めて、今年の６月から実装化を進めて、

今全社展開始めているところなんですけれども、より定着化、我々自身も経験積んだ上で、

横展開、他社の技術等も含めて、より高いレベルに行けるものは探していきたいなと思っ

ております。 

【朝倉部会長】  ありがとうございました。 

【石田委員】  ありがとうございました。 

【朝倉部会長】  恐れ入ります。首都高速、宮田様、もし可能なら少し、簡単で結構で

すので御回答お願いできますか。 

【首都高速道路】  首都高速でございます。先生がおっしゃった地図基盤、ＧＩＳ基盤、

できれば各道路管理者統一のほうがよろしいかと思います。で、直轄とか、首都会社、あ

るいはＮＥＸＣＯ、今のところはＧＩＳ基盤が違っておるというのが実態でありますが、

多分インターフェースを取るような機能、そのシステムを作れば、ＧＩＳ基盤が違ってい

ても同じ機能を果たせるんではないかなという予感はあります。できれば統一したほうが

いいと思います。 

 以上です。 

【石田委員】  ありがとうございました。 

【朝倉部会長】  ありがとうございました。 

 そうしたらウェブのほうから、小幡先生、井伊様の順に御質問をお願いします。 

【小幡委員】  御説明ありがとうございました。 
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 インフラ管理について、その進化した技術をということで御説明いただいたのですが、

例えば３－５のところですが。トンネルの中のテレビ映像で画像を処理して、例えばトン

ネル内で何か事故があったときなどは、後続車が進入しないように、トンネルの外にすぐ

連絡が行くようになっているのでしょうかという、初歩的な質問ですが、お聞きできれば

と思います。そういうことも含めて、さらに、除雪車運転支援システムなども準天頂衛星

を活用するなどとなりますと、これからは、路面上の状態の管理というのは、パトロール

車とか何かを走らせる必要がなくて、全部、準天頂衛星とか、あるいは何かしらのそうい

う映像化システムにより可能になってくるという、状況なのでしょうか。あるいはそこま

ではいかないで、将来はそうなるとしても、やはりパトロールの車で路面状態を監視する

必要があるのかという、そういうことを、少々お伺いしたいと思いました。 

【朝倉部会長】  はい、お願いします。 

【ＮＥＸＣＯ東日本】  御質問ありがとうございました。当社の、まず技術の方向性と

して、１つには安全・安心、高速道路上の安全・安心を図るというのがあるんですが、も

う一つには、業務を効率化する、効率的に生産性を上げていくための技術を開発していく

という２つ方向があると考えていただいて、最初のそのトンネルにおけるカメラの設定と

いうのは、これは外部にもちろんつながっておりまして、管制センターなり、各事務所、

管理している地方の事務所ございますけれども、そこの映像にそのままつながります。何

かトラブルがあったとき、落下物含めて、その映像がその管制センターなり、事務所に行

って、お客様の安全・安心に関わることであれば、すぐ通行止め等の、または現場に急行

できる等の体制を整えると。そういう意味では、技術の中での安全・安心確保の技術だと、

こういうふうに御理解いただきたいと。 

 準天頂衛星、その他路面の損傷把握等の検査機能というのは、これは実際の点検業務、

それから雪氷作業における、生産性の向上に資するものだというふうに御理解いただきた

い。パトロールカー等による目視、直接的な現場に人が行くというのは、今後も継続され

ると私は思っておりますけれども、それの回数を今も維持はしているんですが、それを補

助するために、より路面状態を機械の目によって把握するというふうに理解してください。

将来、このパトロールカーの回数が、これによって減るかというのは、ちょっとまだ私も

分からないところがありますけれども、生産性を向上するために路面把握等を行っている

し、それから、雪氷において準天頂衛星を使うことによって、見えないわけですが、いわ

ゆる道幅とかが分からない、ガードレールの場所等が目視では見えないんですけれども、
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そこを準天頂衛星のＧＰＳの装置で把握して、正確に効率よく作業ができると。その作業

効率、生産性向上に資する技術だと、こういうふうに御理解いただければと。これは、今

後とも精度をより向上していきたいなと思っております。 

 以上でございます。 

【朝倉部会長】  ありがとうございました。 

【小幡委員】  ありがとうございました。補足で１点。私は道路の管理瑕疵を法律のほ

うで研究しているものですから、道路の維持管理において、そうすると現段階では、補助

的な役割といいますか、今は完全にその準天頂衛星などで、それだけで安全性を確保する

というのは、まだ難しいという、そういう理解でよろしいですね。 

【ＮＥＸＣＯ東日本】  道路の瑕疵管理ということになりますと、準天頂衛星は雪氷対

策で使っておりますので、道路の瑕疵管理ということになると……。 

【小幡委員】  分かりました。 

【ＮＥＸＣＯ東日本】  基本的には目視です。目視点検で、法に基づいて行っておりま

す。 

【朝倉部会長】  それでは、続きまして井伊さん、お願いします。 

【井伊委員】  すみません。私も東と、あと首都高さんにもお尋ねしたいんですけれど

も、今回コロナが料金収受員の方への感染があったということで、その後の対策として、

例えばシフトの見直しとか、そういう実際の対策をどうやったのかということと、あと、

先ほど東京都からの説明もありましたけれども、今後ＥＴＣを全部に適用していくという

話になってくると、料金収受員の削減ということになってくるかと思うんですが、今現在

どれぐらいの人数を抱えていらっしゃって、今後の削減ということについては、どのよう

なお考えを持っているかというのをちょっと教えてください。 

【朝倉部会長】  お願いします。御回答を。 

【ＮＥＸＣＯ東日本】  東日本の小畠でございますけれども、確かに当社管内では、横

浜新道と横横道路でコロナの感染発生いたしまして、その料金所自体、インターチェンジ

自体は閉められませんので、ＥＴＣ限定という格好で１０日、２０日ぐらい、たしか運用

させていただきました。その後は、１つにはシフトをなるべく変えないというか、感染時

に広がりを拡大するためにシフトを固定するやり方をかなり導入しているということと、

それからガイドラインを作りまして、例えばトレーの使用とか、マスク、それから、これ

は強制ではないんですけれども、フェースシールド等を導入したりということで、それぞ
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れ現場の工夫も一部入っておりますが、基本的には会社としてガイドラインを作りまして、

収受員に対して教育したというか、指示徹底したということでございます。 

 それから現在、収受員自体は６,０００名弱だったと思います。ただ、管理職いますので、

現場的には５,５００人だと思います。このＥＴＣ専用化、仮の話ですが、行われた場合に

人数がどうなるかということは、そのＥＴＣ専用化のスケジュールとステップ等がどうな

るかにもよるんですが、基本的には減るんではないかと思うんですけれども、やはり各車

線別のインターチェンジの管理、それからトラブル対応等必要でございますので、急激に

無人化が進むということは、今の段階で、どんな状態になっても急激に進むということは

想定しておりません。やはり特に導入、ＥＴＣ専用化導入時は、トラブルというと言葉は

悪いかもしれませんけれども、浸透が進んでいない場合には、かなり事後対応等に手間暇

取られるんじゃないかなと私は思っております。ということで、すぐに、先ほど申し上げ

た５,５００とか６,０００人の人間が、大幅に減るなどということは全く考えておりませ

ん。 

 以上でございます。 

【朝倉部会長】  ありがとうございます。関連して、首都高速の宮田様から御回答いた

だける範囲でお願いします。 

【首都高速道路】  はい、首都高速です。コロナのときの料金所の対応でありますが、

当初から、例えば、料金収受員の送迎でありますとか、あるいは料金所での勤務とか、人

間がダブらないように、完全なスプリット体制を取っておりました。濃厚接触者を増やさ

ない、濃厚接触者を非常に限られた人数とするということでありました。そういう体制を

取った上で、ある営業所で連鎖的に感染が起こりました。そうなりますと、スプリット体

制のある１班はいなくなるわけであります。その結果、３つの料金所でＥＴＣ専用の運用

をしたという報告をさせていただいたわけであります。 

 首都高の場合の料金収受に係る人員でありますが、現場の人間はトータルおおよし２,

０００人といった実態であります。今後どうなるか、ＥＴＣ専用化したときにどうなるか

というのは、全く小畠社長と同じ考えで、全くゼロにできるという感じでは、料金所、い

ろいろなトラブルがありますので、ないんだろうと思いますが、さて、どのぐらい人員を

減らすかというのは今からの検討事項だと思います。 

 以上です。 

【井伊委員】  ありがとうございました。 
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【朝倉部会長】  ありがとうございました。 

 それでは、もし御質問がないようであれば、ＮＥＸＣＯ東日本についての質疑は以上と

いうことにさせていただきまして、関連してあるかと思いますので、後でも御発言いただ

いて結構でございます。 

 続きまして、首都高速道路株式会社です。 

・首都高速道路 動画説明 

 首都高速の宮田です。よろしくお願いいたします。 

 私からは本日３点、御説明を致したいと存じます。１点目はコロナウイルスの影響につ

いてであります。２点目はＥＴＣ専用化について、３点目は維持管理におけるデジタル化

についてであります。 

 それでは早速、ページに基づいて御説明をいたします。 

 最初は新型コロナウイルス感染症による首都高の交通状況であります。左側の棒グラフ

を御覧いただきながら聞いていただきたいと思うんですが、外出自粛要請の影響によりま

して、２月以降の通行台数は徐々に減少いたしました。４月７日の緊急事態宣言以降、通

行台数はさらに減少して、５月に前年比最大３１.７％の減少を見ました。５月２５日の緊

急事態宣言の解除以降、通行台数は徐々に回復傾向にありますが、８月時点においても、

今も１割減であります。右側のグラフを御覧いただきたいと思いますが、車両分類別に見

ますと、乗用車、トラックにおいては、ほぼ前年レベルまで戻っておりますけれども、タ

クシー、あるいはバスの回復が非常に鈍いという状況でございます。 

 続いて３ページです。料金所における感染予防対策と持続可能な料金所の運用体制とい

うことで、コロナウイルスの感染拡大を受けて、感染者発生時でも料金所機能を確保する

体制をあらかじめ構築しておりました。具体的には、囲みの左側でありますが、料金所収

受員の接触を最低限にするようにスプリット体制を取りました。さらに、料金所収受員で

感染者が発生した場合は、必要人数を最小限にするために、開放レーンを絞った料金所運

用をする、あるいは必要人数の確保が困難となった場合はＥＴＣ限定運用をするというこ

とで、あらかじめ決めておりました。具体的には、右側の囲みでありますが、ＥＴＣ限定

運営の事例ということで、池袋線で３つの料金所をこの運用にいたしました。そのときの

対応でありますが、入り口手前でＥＴＣ限定運用の案内を文字案内板等で行いまして、手

前に誤進入の誘導をするための交通誘導員を配置して、安全を確保いたしました。さらに

誤進入車には、交通誘導員が後日支払いを記載したチラシを配布しております。こういう
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感じで、具体的に料金処理を実施いたしました。 

 ＥＴＣ、２０００年から導入をしておりますが、大きく２回導入促進キャンペーンをや

っております。これによりまして、ＥＴＣ利用率が確実に増加をして、２０１２年には利

用率が９０％を超え、現在では９６％を超えております。２０１７年の４月にＥＴＣ利用

率が９５％を超えましたので、料金所の業務のさらなる効率化・省力化を目指して、ＥＴ

Ｃ専用化についても検討を行ってまいりました。２０２０年２月に、具体的には横浜北線

馬場入口において、専用運用を開始してございます。このページの右側にアンケートを実

施した結果を載せてございます。年１回首都高を利用してＥＴＣ車載器を設置していない

方、これを対象にしてアンケートを実施したものでございますが、円グラフを見ていただ

くように、大半が高速利用・運転頻度の少なさ、そういう理由で未設置、あるいは②であ

りますが、コスト重視、それから赤い囲みで書いてありますが、カードを作れない人、そ

れが約５％ぐらいございます。大体は、円グラフの項目を見ていただくとお分かりのよう

に、利用頻度が少なくてつけるメリットがないということでおつけになっていない方が大

半ということが言えると思います。カードが作れない方が約５％という実態であります。 

 ＥＴＣ専用運用をいたしました馬場入口の運用状況についてであります。馬場入口、こ

れは地形的な制約によりまして、地下構造で、なおかつループ形状になっている、そのた

めに、左下の図のように料金所手前で２方向から進入して、料金所を通過した後に２方向

に分岐する、非常に特殊な構造になっております。このために、ＥＴＣ専用にすることに

よって交通の整流化、これを図ろうというものであります。誤進入車は、首都高の場合退

出路がありませんので、閉鎖レーンに誘導して、免許証を確認の上チラシで後日支払いを

案内するということであります。後日支払いがないお客様、そういうお客様には免許証情

報、あるいは免許証提示をいただけなかったお客様については、料金所で撮影した車両番

号での車籍照会で得た所有者情報を基にして、通行料金を請求しているということでござ

います。具体的なフロー、誤進入車の対応フローというのが、右側であります。さらに今、

馬場入口の誤進入台数でありますが、大体平均すると利用台数が千二、三百台、多いとき

で２０００台でありますが、誤進入率が０.１％から０.２％、そういった状況でございま

す。 

 ＥＴＣ専用運用における課題ということでまとめました。大きくは課題が２つでありま

す。１つはＥＴＣ専用運用における課題、もう一つは不正通行に対する実効性ある割増金

の設定ということであります。ＥＴＣ専用運用による課題ということで申し上げますと、
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まず（１）であります。誤進入したお客様への対応ということで、誤進入レーンへの誘導、

あるいは免許証確認等々で、本線へ退出していただくまでに約５分要するという状況であ

ります。ポツの２番目でありますが、誤進入した現金車がＥＴＣ専用レーンに進入した場

合というのは、追突等の危険があるために免許証確認の実施が具体的にはできません。あ

るいは免許証の提示を拒否するお客様、こういう方もいらっしゃいます。こういった場合

はナンバーを確認の上、車籍照会が必要ということになります。（２）でありますが、こう

いったことで事務手続が増加いたします。後日の支払い対応ということで申し上げますと、

振込票の発行、あるいは送付、入金確認後の手作業、そういうものが発生するために、要

員の強化ということが必要でございます。（３）でありますが、後日支払い不払い者に対し

ては車籍照会をするということになります。首都高の場合は全料金所にナンバー撮影用の

カメラを既に設置しておりますが、このナンバーを基に車籍照会をいたします。ただ、車

籍照会では所有者情報しか得られません。利用者が把握できないという難点があります。

もう一つは、二輪車及び軽自動車の車籍照会は弁護士による照会ということになり、コス

トと時間を要します。右側が車籍照会の流れでありますが、登録者、この場合は運輸支局

へ直接交付請求ができ、１台当たり約３００円という状況でありますけれども、先ほど申

し上げた二輪車、軽については弁護士による照会ということで、１件当たりは約２万円の

コストが生じます。（４）であります。ＥＴＣ利用が困難な車両への対応ということで、例

えば仮ナンバー車両でありますとか、障害者割引適用車両等証明書利用車両については、

ＥＴＣ利用ができませんので、しませんので、別途検討が必要ということになります。 

 もう一つ、今後の展開に当たっての課題ということで、不正通行に対する実効性のある

割増金、こういうものが必要ではないと思います。特にフリーフロー、ＥＴＣ専用になっ

てフリーフローという体制になりますと、今の割増金では抑止力が極めて乏しいのではな

いかと思います。現在の道路整備特別措置法では、不正通行者に対して正規料金の３倍の

金額を請求できるということでありますので、繰り返しになりますが、不正通行の抑止効

果がこの程度では低いのではないかと。これに対する法的な対応が必要というふうに考え

ます。 

 大きなくくりの３つ目でありますが、首都高の維持管理における課題ということで御説

明を致したいと思います。首都高の場合、一般的な高速道路に比べて、特殊事情が維持管

理上存在をいたします。１つは構造物比率が高い、９５％が首都高の場合、構造物で占め

られております。もう一つが、非常にビンテージが高い、高齢化が進んでいるということ
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で、供与後５０年以上が、延長で申し上げますと２０％、３０年以上が３分の２と、高齢

化が進行しております。４点目でありますが、構造物の損傷に大きな影響を及ぼす大型車

交通量というのは、首都高の場合、一般道の５倍という状況であります。最後、４点目で

あります。交差点、あるいは河川上というのは、点検とか補修の場合、管理者との協議、

安全確保に非常に時間がかかるということがあります。こういった課題を首都高の場合抱

えております。このような課題を解消する意味で、いろいろ工夫をしてきております。 

 ８ページであります。維持管理におけるデジタル化、ＧＩＳプラットフォームを用いた

デジタル化、我々ｉ－ＤＲＥＡＭｓと呼んでおりますが、こういった工夫をしております。

囲みの丸の１でありますが、ＧＩＳ（地理情報システム）をプラットフォームとして、維

持管理に必要な全ての情報を統合ということを目指しております。全ての情報という意味

で申し上げますと、３次元の点群データ、路面映像、あるいは竣功図、点検結果、こうい

ったものであります。これをＧＩＳプラットフォームに集約をしております。丸の２つ目

でありますが、３次元の点群データを活用して、寸法計測、あるいは施工方法、こういっ

たもののシミュレーションをシステムの上で実行できる、こういう機能を開発してござい

ます。丸の３つ目でありますが、路面上の映像を画像処理する、そういったことで損傷を

検知する機能を開発しております。これは巡回点検に適用しています。 

 インフラドクターによる効率化ということで、３次元の点群データ、これを取得して、

このデータによって机上で寸法計測、あるいは図面作成、そういったものが可能になりま

すし、施工方法のいろいろなシミュレーションが可能になります。もう一つがインフラパ

トロールによる初動対応の効率化ということで、３面カメラによって路面を監視し、損傷

を検知するということが可能になってございます。映像で見ていただきたいと思います。 

（動画） 

 「地理情報と３次元点群データを活用した、道路・構造物の維持管理業務を支援するシ

ステムがインフラドクターです。インフラドクターを使うことで、点群データや映像の編

集が可能となります。２Ｄ図、３ＤＣＡＤ図が半自動で作成でき、様々なシーンで活用で

きます。データは独自に開発したモービルマッピングシステムで収集します。レーザーは

毎秒２００万点であり、点群データと映像データが同時に取得できます。施工範囲の全体

状況把握や、施工シミュレーションを行うことが可能です。また、ドライバー目線でのシ

ミュレーションも可能となっており、規制イメージを事前に把握することも可能となりま

す。 
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 続いて、インフラパトロールの３面カメラシステムです。インフラパトロールにはフル

ハイビジョンカメラを３台設置しており、３台のカメラによって１８０度の範囲を撮影す

ることが可能です。ポットホールの発見やジョイント損傷の発見が可能です。インフラパ

トロールには、ＧＰＳと３軸センサーを搭載しており、損傷発見時にボタンを押すことで、

映像と位置情報が共有される緊急通報システムがあります。クラウド上よりリアルタイム

で損傷画像を確認することができます。また、取得した映像より、ポットホール自動検出

システムや、報告書作成システムを活用することにより、点検業務の高度化・効率化を図

っています」。 

 大分時間もたちましたので、急いで残りを説明いたしたいと思います。こういったｉ－

ＤＲＥＡＭｓの導入効果ですが、下の棒グラフを御覧いただきたいと思います。従来とｉ

－ＤＲＥＡＭｓを導入した、それぞれの比較でありますが、水色が資料収集、これは竣功

図面とか、補修履歴の収集に要する、そういう時間になります。ピンク色か測量協議等で

あります。グリーンが現地における寸法計測とか、機材配置の確認、これが先ほど見てい

ただきましたように、３次元の点群データ等で非常に簡略化して、時間で申し上げますと

約１割に短縮する、生産性でいえば約２０倍に向上するという結果が得られてございます。

今後の方向性・課題でありますが、現地における調査員のタブレット、こういうものにも

３次元の点群データを利活用したいと思っておりますし、蓄積したデータを活用して、Ａ

Ｉエンジンによって劣化・損傷を予測したいと思っております。 

 １２ページが、この３次元点群データを他分野に展開した事例であります。鉄道、空港、

あるいは災害状況の確認ということでいたします。 

 １３ページが交通管理におけるデジタル化の活用ということで、囲みを申し上げますと、

１９年度首都高で発生した事故件数というのは９,６００件、車両故障は１万６００件、落

下物処理は２万５,１００件ということで、非常に件数が多うございます。このために巡回

パトロール、管制員によってＣＣＴＶカメラ等で実施をしておりますが、これの自動化、

そういうものも、例えば山手トンネルなどでは運用を開始してございます。今後はＡＩ、

そういう技術を活用することによって、明かり部でも検出が可能になっておりますので、

高架上の明かり部でのシステム整備を今実施中であります。そしてデジタル化を進めてま

いりたいと思います。 

 最後、１４ページであります。ＥＴＣの多目的利用サービスということで御説明を致し

たいと思います。ＮＥＸＣＯとか、都市高速というのはＥＴＣが入っておりますが、例え
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ば道路公社等では、ＥＴＣはまだ導入されていないという状況にあります。そういう意味

で、いろいろな場面でＥＴＣの利用を広げていこうということで、囲みの丸の１ですが、

首都高速では駐車場、千駄ヶ谷の駐車場において、ＥＴＣを利用したサービスを進めるた

めの技術的な検証を実施しております。丸の２つ目でありますが、道路公社、具体的には

神奈川県の道路公社山中有料道路において、２０２０年から社会実験を実施してございま

す。主な課題としては、全てのＥＴＣカードの利用が可能になるためには、クレカ会社全

てが参画が必要でありますが、これが未実現であります。引き続きクレカ会社への働きか

けを実施して、ＥＴＣの多目的利用サービスの展開を拡大してまいりたいと思います。 

 私からの説明は以上であります。ありがとうございました。 

【朝倉部会長】  動画説明を視聴いただいて、御意見、御質問等ございましたらお願い

します。いかがでしょうか。 

【児玉委員】  会場の児玉ですけれども、よろしいでしょうか。 

【朝倉部会長】  まずウェブの竹内先生、それから会場からという順でお願いします。 

【竹内委員】  ありがとうございます。竹内でございます。今日は遅参しましてすみま

せんでした。 

 私がお尋ねしたいのは、NEXCO 東日本さんも言及されておりましたけれども、ＥＴＣの

料金の専用化のことです。最近よくマスコミでも報道がありますけれども、意図的に、あ

るいは過失かもしれませんが、自転車でウーバーイーツが入ってきたりとか、歩行者が入

ってくるということがあったときに、もしも無人で人がいないとなると、そういう人たち

はどうやってそれを排除できるんだろうか、あるいはどうやってそれを認識するんだろう

かというところに、気がかりなところであるんですが、そういう車両ではないものの進入、

これに関する対策について何かお考えをお持ちでいらっしゃいますでしょうか。 

【朝倉部会長】  お願いします。 

【首都高速道路】  はい、首都高速です。首都高速の場合は、出口のランプというのが、

料金所がありませんので、自由に実は入ってこられます。したがって年間、記憶で申し上

げるんですが、３００とか４００の誤進入、歩行者でありますとか、自転車でありますと

か、そういった数がございます。そういうことが、近年認知の方とか、酔っ払いの方とか、

あるいは外国人の方とか、そういう方々が増えておりますので、特に出口をターゲットに

して、誤進入された歩行者とか自転車に対して、カメラで自動認識をして警告を発するシ

ステム、全部ではないんですが、そういう立入りが多い箇所にはカメラを設置して、音声
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で「誤進入です。戻ってください」というふうなことができるシステムを、今導入しつつ

あります。かなりの出口でこれをやっております。少し１か所当たりの設置が高いので、

コスト削減しながら、今から広げていく必要があるのかなと。さっき申し上げましたよう

に、誤進入される方々の属性が今のような感じでありますので、どうしてもシステムを整

備する必要があるんではないかなと思っております。 

 以上です。 

【竹内委員】  はい、分かりました。ありがとうございました。 

【朝倉部会長】  ありがとうございました。あと会場から御質問があるようです。お願

いします。 

【児玉委員】  新しい技術を使って、生産性を上げて作業効率を高めるという保守点検

作業ということで、これ東日本さんにも共通する話なんですけれども、一方で、もともと

点検だとか保守だとかという施工での仕組みというのは、資格を持った人が行うというの

が基盤になってやってきているわけですよね。それが新しい技術を使ったものと並行して

あると、どっちもやらなくちゃいけないのか、それともどっちかを省くことができるのか、

生産性を上げるための何か障害になっているような事例というのがあるのかどうなのか、

その辺を教えていただければということでございます。 

【朝倉部会長】  お願いできますでしょうか。 

【首都高速道路】  はい、首都高速です。まさに今、いろいろな保守点検のデジタル化

と申し上げますか、新技術を導入している背景というのは、１つは仕事の効率化というの

があるんですけれども、将来を見越した場合に、そこに係る技術者とか、技能員の数が極

めて限られてくるんではないかなという恐怖感があります。そこに対応するために、最後

はやっぱり優れた技術者の目でチェックをするんですけれども、ふるい落としというんで

しょうか、例えば道路でいろいろな損傷が起こったときに、カメラでありますとか、ある

いはレーザーでありますとか、そういう機器で大ざっぱにＡＩに判断をさせて、人間の目

で点検をする箇所を少なくする、実態的に現場に行って点検をする箇所を少なくする。新

技術の導入という背景を主に考えてるのは、そういうことであります。 

 以上です。 

【朝倉部会長】  ありがとうございます。 

【児玉委員】  それに関連して、それを進めるに当たって、今の制度とかが何か障害に

なっているという、要するに人をベースにしているということはないんでしょうか。 
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【首都高速道路】  ５年に１回の法定点検、最初は接近目視ということで、かなり限定

的な運用が省令とか、道路法の省令とか、そういうので意識をしていましたが、道路局の

運用のほうで、いろいろな代替手段も認めていただける、まさに新技術を開発すれば、そ

れが接近目視の代替になるという運用をしていただいていますので、今のところ障害にな

っているということはありません。 

 以上です。 

【朝倉部会長】  ありがとうございました。 

 ほかに先生方、会場のほうから御質問ございませんか。 

【根本委員】  お願いします。根本です。 

【朝倉部会長】  はい、先生、どうぞ。 

【根本委員】  ＥＴＣ専用入り口の拡大というのに、私賛成します。ただ、一部マスコ

ミで義務化という言葉が使われたことありましたけど、義務化は非常に難しいし、世界で

も義務化しているのはシンガポールだけです。そういう意味で、現金収受をなるべく少な

くするということだとすれば、カメラを使ったナンバープレート課金を併用するというこ

とを検討していくべきじゃないかと思います。ＮＥＸＣＯ東さんの資料の中でも、車の所

有者に料金の支払い義務を課すというような文言が入っていましたけれども、そういうこ

とも検討して、ナンバープレート課金を導入するというアイデアはいかがでしょうか。 

【朝倉部会長】  いかがでしょうか。ナンバープレート課金については、シンガポール

でもロンドンでも実現していて、ＥＴＣを専用化した場合は恐らくそれは有力な方法だと

思いますが、いかがでしょうか。 

【首都高速道路】  おっしゃるようにシステムとしては、多分といいますか、首都高速

の場合は、全ての入り口で、ナンバープレートを読み取るカメラをもう設置していますの

で、技術的には可能であります。ただ、実態的にＥＴＣ課金とナンバープレート課金並列

というのは、私は無理なんだろうなと。ナンバープレートを読み取って誤進入といいます

か、そもそもここはＥＴＣで通行していただく道路ですよと、そういう宣言をしたときに

誤進入をされたお客様に対して、ナンバープレートを基にして課金をすると。そういった

意味では、ぜひそうしないとＥＴＣ専用化といいますか、義務化ではなくて専用化という

のが機能しないんだろうと思います。多分ナンバープレート課金というのが並列でありま

すといったら、ナンバープレート課金で全部やれということになるんだろうと思います。

それは、１つはセキュリティーとか、そういう意味で、うちの場合は料金がそう高額でも、
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最高いっても高額ではありませんけれども、ＮＥＸＣＯの場合は数万円とか、そうなった

ときの課金の精度とか、そういうものがやっぱりナンバープレート課金では耐えられない

のではないかなと。そこのところに私はナンバープレート課金の難点があるんだろうと。

ナンバープレートを読み取って誤進入をした車に課金をする、それの整備、法的な整備を

していく、あるいは法的な運用の整備をしていくということが重要なんだと思います。法

的な課題もいっぱいあると思います。うちの資料で書かせていただきましたけれども、車

籍照会ができない軽、二輪があるとか、もうそれにかかるコストが莫大であります。そう

いった周辺整備というのが、いずれにせよ必要なのかなと思います。 

 以上です。 

【根本委員】  ちょっと一言いいですか。 

【朝倉部会長】  ありがとうございます。根本先生、よろしいでしょうか。 

【根本委員】  ちょっと一言だけ。はい。 

【朝倉部会長】  どうぞ。 

【根本委員】  車籍照会が難しいというのは、かなり日本独特の、日本だけの問題で、

これは何とかデジタル・トランスフォーメーションの過程でで直していきたいと思います

し、今、コロナの影響で世界的にやっぱりキャッシュレス、あるいはコンタクトレスを普

及させようとしています。ナンバープレート課金の技術開発もどんどん進んでいくと思う

んです。そういう動向を見ながら、またちょっと議論させていただきたいなと思います。 

【首都高速道路】  そう思います。 

【朝倉部会長】  ありがとうございます。今のナンバープレート課金については、ＥＴ

Ｃとどういうふうに組み合わせるかということについての検討も必要だし、ナンバープレ

ート課金は、実は事前の登録という課金もあるし、事後に請求するという、いろいろなや

り方がありますので、どういう方法が今の日本のＥＴＣとうまく組み合わせて運用できる

のかということをやはり検討する必要があると思います。おっしゃっていただいたように、

法的になかなか難しい課題もあり、かつまた最終的に追っかけていこうとすると、２万円

でしたっけ、すごい大きなお金を払わないとナンバープレートを照会できないというよう

な問題もあるというふうに伺っておりますので、そういった効率性の問題についても検討

していかないといけないと思います。また、ナンバープレート課金で対応できることとで

きないことというのもありますので、ＥＴＣ専用化について、そういうところも含め、広

く議論していく必要があるのかなというふうに考える次第であります。ありがとうござい
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ました。 

 ほかに御意見いかがでしょうか。 

【佐々木委員】  佐々木ですが、よろしいでしょうか。 

【朝倉部会長】  はい、会場から。すみません。ちょっと見えないのでごめんなさい。

よろしくお願いします。 

【佐々木委員】  佐々木ですが、よろしいでしょうか。いいですか。 

【朝倉部会長】  はい、会場からどうぞ。 

【佐々木委員】  １つすごく素朴な疑問で大変恐縮なんですけれども、昔、現金で乗っ

ていた頃、自動で券を受け取って、あとで払うときも駐車場のように現金を手で入れて、

収受員がいらっしゃらなくても、料金が払える機械がたしかあったと思います。首都高さ

んの小さい料金所では難しいかもしれませんが、ＮＥＸＣＯさんの大きい料金所だと、１

つだけそれを置いておいて、あとはＥＴＣにして、それを電子マネーでも使えるような精

算機があれば、それで収受員なしでも料金所は成立するんじゃないかなと思ったんですが、

そういう機械による現金収受なり、電子マネーによる受け取りというのは難しいものなん

でしょうか。 

【朝倉部会長】  いかがでしょうか。 

【ＮＥＸＣＯ東日本】  ＮＥＸＣＯの小畠ですけれども、その機械はＭＩＣと呼んでお

ります。ＭＩＣという、既にありますし、かなり多くの路線で設置されております。現金

収受で行われているということでございます。なかなか操作が難しいという方もいらっし

ゃいますけれども、現実として今、使われております。はい。 

【佐々木委員】  その収受員を全てそれに入れ替えるというのはなかなか難しい……。 

【ＮＥＸＣＯ東日本】  いや、一部もう入れ替えております。はい。ただ、どうしても

使い方が分からないという人のために、インターチェンジ料金収受のところの事務室にい

て、そこで、マイクでやり取りして、最後は出てきたりとかということになってますけれ

ども、やっております。はい。 

【首都高速道路】  首都高速ですが、首都高速も交通量が少ない閑散料金所には、コイ

ンを入れて、あるいは札を入れて通れる現金ブースというのは作っております。問題は、

多分ＮＥＸＣＯさんもうちも一緒ですけれども、集約料金所みたいなところで、そういっ

た人手を廃して機械にするといったら、とんでもないリードタイムが違いますので、大渋

滞がそのブースだけ起こってくるという問題が多分出てきて、それはどうしても解消しな
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きゃ駄目かなと思います。 

【佐々木委員】  そこで不便だからＥＴＣをつけようという動きにはならないでしょう

か。 

【首都高速道路】  多分ＥＴＣがこんなに早い速度で普及したというのは、かつての高

速道路の料金渋滞というのはまさに、渋滞というのは料金所で過半起きていて、ＥＴＣを

つけたら優越感を持って通れるというのは、まさにＥＴＣの普及の最大の推進力であった

んだと思いますので、それは一時的にはあるかもしれませんが、ただ、必ず残りますよね。

それをどうするかということだと思うんです。 

【佐々木委員】  ありがとうございました。 

【朝倉部会長】  ありがとうございました。よろしいでしょうか。 

 それではちょっと時間のほうが若干押してきておりまして、私も申し訳ないけれども、

二、三点コメントだけです。御回答は結構でございます。 

 まず１つは、コロナに関係して利用者がＮＥＸＣＯでは４０％減、首都高でも３０％減

ということで、かなり減った時期があったんですけれども、そのときに残った利用者です

ね。つまり６０％とか、７０％とか、その利用者が、要するに真に必要な高速道路利用者

だったわけで、その利用者が一体どんな方で、どういう利用形態であったのかということ

について調べていただくということも大事なのかなと思う次第です。最も高速道路を重要

視され、使われた利用者ということなので、その方々についての分析をしていただくとい

いんじゃないかと思います。１点目のコメントです。 

 それから２点目のコメントは、情報化とか、高度化ということに関してなんですけれど

も、交通流のセンシングを首都高速のように、いわゆるトラカンが２００メートル、３０

０メートルに１個ずつあるようなところと違い、ＮＥＸＣＯだとトラカンがＩＣ間に１つ

しかないとか、あるいはＣＣＴＶを使ってもかなり限界があるとかということで、交通流

のセンシング、大変御苦労されているかと思うんです。その中で異常事象の検出、これは

交通状態の異常ということになりますが、それを検出するために、例えばトラカンデータ

と、それからプローブデータ、これは民間プローブも含めてですけれども、そういったも

のをうまく組み合わせて交通状態を検出するという方法が、既に幾つか提案されています。

そういったものはもう既に試験的に検討されていると思いますが、ますます検討を進めて

いただいて、交通状態推定の精度を上げる、やがてはそれを予測に持っていくと。そして

さらにそれを使って、積極的な制御に反映していただくということが大事かと思います。
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それから首都高速においては、流入制御ですね。ランプメータリングが有効な状態という

のもあるだろうと思うので、交通状態のモニタリングと合わせて検討していただくといい

んじゃないかなと思いました。これが２点目のコメントです。 

 ３点目は維持管理について、首都高速では点群データから３Ｄマップを作っていただい

て、非常によいものを作っていただいていると思います。これは首都高速だけじゃなくて、

我が国の高速道路、あるいは高速道路以外の主要な道路についても十分適用可能だと思い

ます。このデータを作るためのコスト、１キロメートル当たりの単価は物すごく高いとい

うものではないというふうに聞いておりますので、ぜひとも国全体の主要な道路について

は、そういったデータベースをきちっと整備していただいて、維持管理その他にも使う。

もともとはこれ自動運転を狙いとして作られたものだと思いますけれども、維持管理にも

反映していただけるように整備していただくといいんじゃないかなと思っています。 

 ３点ともコメントでございます。よろしくお願い申し上げます。 

 それでは、ほかに御質問はありましたらお願いしたいんですが、なければすみません。

もう一つ議題がございまして、国土交通省から、これまでの部会で議論してきた中間取り

まとめに関しまして、その方向性の素案が出ておりますので、その説明をお願いいたしま

す。 

【高速道路課長】  高速道路課長の長谷川でございます。これまでに委員の先生方から

いただいた御意見や関係団体からのヒアリングを踏まえまして、今回中間取りまとめの方

向性（案）を作成していますので御説明いたします。お手元の資料６と７を用いて説明い

たします。 

 まずＡ３の資料６のほうを御覧ください。 

 中間取りまとめの方向性の全体像についてでございますが、１として、国土幹線道路を

取り巻く状況を整理した上で、２ポツで国土幹線道路が目指すべき姿を示し、それらを受

けて、右側になりますけれども、３ポツでポストコロナ時代を見据えて加速すべき具体的

な取組内容、さらに一番下にございますが、４ポツで今後の検討課題という構成にしてご

ざいます。 

 １の国土幹線道路を取り巻く状況については、（１）でございますが、今般の新型コロナ

ウイルス感染症の拡大により新たに顕在化した課題、そして（２）のほうでございますが、

これはこれまでも認識されていた災害の激甚化等への対応といった構造的課題の大きく２

つを、国土幹線道路を取り巻く状況として整理をしております。 
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 （１）コロナ関連では、１つ目として道路システムのデジタル化の遅れですが、まず自

動車交通量の動向が、社会経済活動の実情を映し出す貴重なデータであることを改めて認

識させられたところでございますけれども、今回、高速道路や主要な国道の交通量の変化

について、タイムリーな情報提供が必ずしもできなかったほか、テレワーク中に外部から

の行政データシステムへのアクセスが確保できないなど、道路システムのデジタル化の遅

れについて再認識させられたところでございます。２つ目として、感染症対策の必要性で

すが、世界規模で流行する感染症が将来再び発生しないとも限らないことを踏まえまして、

様々なリスクに対して強靱性を発揮する道路システムの必要性を認識したところでござい

ます。３つ目といたしまして、安定的な物流の確保や道路管理の重要性についてですが、

今回物流事業者は緊急事態宣言中も国民の生活を支えるため、都道府県境を越えて事業活

動を継続しておりまして、いかなる状況下でも安定的な物流を確保することの重要性につ

いて、再認識させられたところであります。一方で中継物流施設ですとか、ＳＡ・ＰＡに

おける駐車ますの不足等、物流事業者の事業環境の課題についても再認識いたしました。

また、その下のポツですが、常に物流、人流を支えている国土幹線道路の維持管理も、エ

ッセンシャルワークの１つであるということを再認識したところでございます。４つ目と

いたしましては、これはこれまでも様々な課題が指摘されてきたところでございますが、

東京一極集中の抱えるリスクでございます。大都市において集中して日常活動を行うこと

のリスクや、経済機能等の国の中枢機能が一極に集中していることのリスクが、今回改め

て認識されたところであります。テレワークをはじめ、地方移住を前向きに捉える意識が

芽生えてきている中で、これに対応した全国を連絡する国土幹線道路ネットワークの重要

性を再認識したところでございます。５つ目といたしまして、社会全体の移動の変化を促

す有効な取組として、真ん中のポツですけれども、ゴールデンウイーク中の外出自粛を促

すため、地方自治体から高速道路料金値上げの提案がありましたが、休日割引の適用除外

のみしか対応できず、臨機に対応可能な料金収受システムの構築の必要性を再認識したと

ころです。また、今回のコロナ感染拡大で甚大な被害を被った我が国経済の回復に向けて

は、裾野が広く地域経済を支える観光需要の喚起が必要であるということについても認識

したところでございます。 

 次に、（２）でございます。これまでも認識されていた道路の持続可能性に係る構造的問

題として、以下の４つを整理しております。１つ目は自然災害が激甚化・頻発化しており、

それに伴う通行止めや規制が頻発していること。２つ目は老朽化の進展に関して、膨大な
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数の道路管理施設について、労働力人口の減少による担い手不足にも対応できるよう、点

検の効率化を図りつつ、予防保全へ移行する必要があるということ。３つ目は、道路利活

用における生産性の向上の必要性ということでございますが、例えば特殊車両許可、ある

いは道路占用の手続について、審査日数の長期化等への対応が必要であるということでご

ざいます。最後の４つ目は、国土幹線道路の役割に応じた的確な維持管理の必要性という

ことでありまして、特に今後、高規格幹線道路等の無料区間が増加するため、管理を効率

化して持続可能なものとする必要があるということ。そしてその際、国管理の高規格幹線

道路と直轄国道が並行する区間の管理の在り方について、検討が必要ということでありま

す。 

 次に、これらを踏まえまして、ポストコロナ時代の「新たな日常」実現のために国土幹

線道路が目指すべき姿として、３つの柱を考えております。１つ目が、平常時・非常時を

問わず機能を失わない安全・安心な道路、２つ目は、道路ユーザー等の生産性や快適性を

飛躍的に向上させるスマートな道路、３つ目は、社会環境の変化やインフラの老朽化に対

応できる持続可能な道路ということでありまして、Ｓａｆｅ、Ｓｍａｒｔ、Ｓｕｓｔａｉ

ｎａｂｌｅ、これらを略して３Ｓと呼んでおります。１つ目の平常時・非常時を問わず機

能を失わない安全・安心な道路ですけれども、近年の災害の激甚化等に加え、今回の新型

コロナウイルス感染症の拡大も踏まえて、非常時にも機能する安全・安心な道路ネットワ

ークの構築を目指すべきということであります。２つ目の道路ユーザー等の生産性・快適

性が飛躍的に向上するスマートな道路ですが、道路の適正かつ効率的な利活用やデジタル

化によって、道路利用者や道路管理者をはじめ、道路に関わるトータルの生産性・快適性

を飛躍的に向上させるようなスマートな道路を目指すべきだということであります。３つ

目の社会環境の変化やインフラの老朽化に対応できる持続可能な道路ですが、労働力人口

の減少による担い手不足ですとか、あるいはインフラの老朽化問題に対応するため、デジ

タル化を活用した効率的かつ持続可能な管理体制の確立を目指すべきということでござい

ます。 

 これらの目指すべき姿を念頭に置きつつ、委員の先生方からもいろいろ御意見をいただ

きました。それを踏まえまして、右側の３ポツでございますが、ポストコロナ時代を見据

えて加速すべき具体的な取組というのを整理しております。大項目として３つありまして、

１つ目が道路システムのデジタル化、２つ目が道路を賢く利活用する取組の推進、３つ目

がネットワーク機能の確保であります。各取組と、先ほど御説明した３Ｓとの対応関係に
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つきましては、各取組の横にローマ数字、３Ｓのほうにつけさせていただいたローマ数字

をつけさせていただいております。３Ｓが目標ビジョンであるのに対しまして、目標ビジ

ョンを達成するための個別具体の取組については、今回、デジタル化、利活用、ネットワ

ークといった性格別に整理をさせていただいたところでございます。 

 １つ目の大項目である、「新たな日常」の原動力となる道路システムのデジタル化の推進

について御説明をいたします。ここからはＡ３の資料をちょっと離れまして、同じく配付

しております資料７、骨子をベースに説明をさせていただきます。骨子の４ページのほう

を御覧ください。 

 なお、すみません、タイトルの副題として、「○○道路の実現」というふうに記載させて

いただいておりますけれども、後ほどよいキャッチフレーズについて、御意見等いただけ

れば幸いでございます。 

 道路システムのデジタル化につきましては、各項目に入る前に全体を通じて共通事項を

書かせていただいております。まず、新型コロナ感染症の拡大により顕在化した道路行政

の、行政分野のデジタル化の遅れも踏まえつつ、自然災害の激甚化や老朽化の進展等の環

境の変化に対応するためにも、デジタル化を推進していくということでありまして、２つ

目に書かせていただいておりますとおり、政府全体でのデジタルトランスフォーメーショ

ンの推進の下で、今後１年間を集中改革期間として設定とさせていただいております。ま

た、その下ですけれども、要素技術について世界最先端の技術を積極的に開発・採用をす

ることはもとより、業務全体を再構築、システム化することで、この分野で世界のフロン

トランナーとなることを追求するとともに、不断の努力を続けていくことなどを書かせて

いただいております。 

 それでは各項目について御説明いたします。まず最初にＩＴ技術・新技術の総動員によ

る高レベルの道路インフラサービスの提供でございます。これにつきましては、ＩＴ技術

などの活用により、損傷箇所や落下物などの異常を早期発見・処理したり、ドローン、Ａ

Ｉの活用推進等により、点検・診断などのメンテナンスを効率化・高度化していくという

ことでございます。さらにその下ですが、建設業の熟練作業者が高齢化していることなど

を踏まえまして、除雪など高度な技術を要する維持作業の自動化ですとか、あるいはガイ

ダンス機能整備により、持続可能な道路管理を実現していくということでございます。ま

た、こうした管理作業だけでなく、ＥＴＣ２.０プローブデータやカメラ画像のＡＩ解析等

を活用いたしまして、関係機関と連携して混雑箇所の迂回情報を発信することなどにより、
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交通流を最適化していくということでございます。 

 次の行政手続のデジタル化・スマート化による社会経済活動の生産性の飛躍的向上です

が、こちらにつきましては特殊車両通行許可手続の即時処理により、申請者の生産性の向

上を図るとともに、ＥＴＣ２.０等の活用によりまして、違反車両の取締りを高度化したり、

道路占用許可などについても、電子申請システムなどの手続の効率化により、申請者の負

担を最小化していくということでございます。 

 ３つ目のビックデータの多方面活用による道路交通マネジメントの高度化ですけれども、

こちらはデータプラットフォームの整備ですとか、あるいはオープン化等により、ビッグ

データの多方面の活用を促進いたしまして、交通需要マネジメントや交通安全等の道路交

通マネジメントを高度化していくということでございます。 

 ４つ目でございます。高速道路等のキャッシュレス化・タッチレス化の早期実現につき

まして、①としまして、ＥＴＣ専用化等による料金所のキャッシュレス化・タッチレス化、

②として、ＳＡ・ＰＡ等におけるキャッシュレス決済の推進、③として、ＥＴＣを活用し

たタッチレス決済の多様な分野への普及拡大の３点を記載しております。 

 最初の、この高速道路の在り方を大きく変革するＥＴＣ専用化等による料金所のキャッ

シュレス化・タッチレス化に関しましては、料金収受員の人員確保が困難になっている中

での料金所機能の維持や、料金収受員や利用者に対する感染リスクを軽減する観点も踏ま

えまして、ＥＴＣ専用化等による料金所のキャッシュレス化・タッチレス化を強力に推進

すること。クレジットカード非保持者や高速道路の利用頻度が少ない者等への対応として、

ＥＴＣパーソナルカードの保証金の大幅な引下げや車載器購入助成など、ＥＴＣを利用し

やすい環境を整備すること。それから、誤進入した非ＥＴＣ車の事後徴収に当たっては、

二輪車及び軽自動車が高速道路会社から直接車籍照会ができないなどの課題を解消しつつ、

事後徴収のためのシステム、体制を効率的に構築すること。非ＥＴＣ車の１台当たりの料

金収受コストは、平成２８年度においてＥＴＣ車の６倍になっており、今後もこの差はＥ

ＴＣの普及によりさらに拡大することから、非ＥＴＣ車の利用負担について検討すること。

これらの課題を整理しつつ、利用者の混乱が起こらないよう配慮した上で、例えばＥＴＣ

利用率の高い都市部は５年後のＥＴＣ専用化を目指すなど、導入手順や概成目標時期を明

示したロードマップを策定し、料金所のキャッシュレス化・タッチレス化を計画的に推進

すること。その他、ＥＴＣセキュリティー技術の危殆化への対応の話ですとか、ＥＴＣが

情報端末であることを踏まえたデータの利活用検討などを書かせていただいております。 



 -44-

 次に②についてです。ＳＡ・ＰＡ等におけるキャッシュレス決済の推進については、現

金のやり取りによる接触機会を減らすため、ＳＡ・ＰＡや道の駅などにおいて、キャッシ

ュレス決済の普及を推進すること。 

 また、③ではＥＴＣを活用したタッチレス決済の、高速道路以外の多様な分野への普及

拡大についても書かせていただいております。 

 最後にその下です。５）として、これらを支えるデータプラットフォームの構築でござ

います。ここでは道路システムのデジタル化を支えるため、データの標準化・統合化を進

めることなどにより、異なる道路管理者間で利用可能なデータプラットフォームを構築す

ること。カメラ画像のＡＩ解析技術の活用やＥＴＣ２.０プローブデータ等の改善を図り、

効率的なデータの収集・蓄積を実現すること。また、ＥＴＣ２.０によるデータ収集を強化

するため、利用者がメリットを実感できるような幅広い取組を戦略的に進めつつ、ＥＴＣ

２.０車載器の車両への標準装備化に向け、検討することを記載させていただいております。 

 以上が道路システムのデジタル化でございます。 

 次に、２つ目の大項目であるポストコロナ時代における道路を賢く利活用する取組の推

進であります。 

 １つ目の物流事業者・バス事業者が活動しやすい道路環境の実現ですが、高速道路にお

ける大型車両の適切な休憩・休息機会を確保するため、混雑が常態化しているＳＡ・ＰＡ

において、大型車や特大車の駐車ます等の増設や、駐車場予約システムの導入を推進する

こと。混雑が常態化しているＳＡ・ＰＡに隣接するインターチェンジからの路外休憩施設

への一時退出を可能とする取組等について検討すること。また、トラック運転者の長時間

労働を抑制し、労働者不足の解消を目的とした中継輸送を推進するため、現在も浜松で実

施しておりますけれども、中継物流拠点の拡充を検討すること。さらに高速道路利用者の

休憩機会の確保だけでなく、地域活性化の観点からも、道の駅への一時退出が可能なイン

ターチェンジをさらに拡充することなどについて、記載させていただいております。 

 また、大口・多頻度割引による物流事業者等への支援といたしましては、大口・多頻度

割引の継続により、引き続き物流・運送事業者の事業継続、生産性向上を支援するという

こと。また一方で、過去に実施された料金の大幅な割引の影響により、フェリー航路の廃

止・減便が相次いだことも踏まえ、高速道路の料金施策検討に際しては公正な競争環境を

確保するということなども書かせていただいております。 

 ２つ目の使いやすい国土幹線道路の実現による観光振興についてですが、まず観光振興
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に特化した高速道路料金施策についてです。観光振興のための高速道路料金の割引につい

ては、理念や実施目的を明確にし、割引相互や他の観光に関する割引などとの関係を整理

した上で、効果や影響を確認しつつ継続的に見直しすること。また、その際、他の公共交

通機関への影響に配慮しつつ、新たな観光流動を大きく誘発することが重要であるという

ことも記載させていただいてございます。 

 次に、広域的な観光周遊ルートを意識したサインや休憩施設の充実についてです。国土

幹線道路における案内機能、サインですとか、休憩機能等の強化を図ることによりまして、

観光地への広域的な周遊を支援するとともに、観光周遊に必要な各地域の観光拠点までの

ラストマイルについても、地域における観光拠点の機能強化に合わせて同様に対応すると

いうこと。さらに道路自体が観光資源となる、風景街道とかナショナルサイクルルート等

ございますけれども、については周辺の観光拠点と連携して、その取組・活動を強化する

ことを記載してございます。 

 ３つ目の人と環境にやさしい道路利活用の実現についてです。まず道路占用基準の緩和

による道路空間の有効活用でございますが、今回の新型コロナウイルスの感染症の状況を

踏まえまして、３密対策を行う沿道飲食店等のための道路占用許可基準の緩和措置の延長

を検討すること。また、歩行者中心の道路を構築する歩行者利便増進道路制度の活用を推

進することを書かせていただいております。 

 次に、環境負荷低減に資する道路利活用の促進といたしまして、ＥＶ充電器の設置促進

等により、環境に優しい次世代自動車等の普及及び当該車両の高速道路利用の促進に向け

た環境を整備することなどを書かせていただいております。 

 以上が、道路を賢く利活用する取組の推進であります。 

 次に３つ目の大項目といたしまして、あらゆる取組を支えるネットワーク機能の確保を

挙げております。 

 内容は２点記載しておりまして、１点目は強靱で信頼性の高いネットワークの構築によ

る安全・安心な社会の実現、副題といたしまして、「～災害時に「被災する道路」から「救

援する強靱道路」へ転換～」であります。近年の激甚化・頻発化する災害に鑑みまして、

被災後もすぐに機能する新たな防災道路ネットワークの考え方を本格導入すること。災害

からの迅速な復旧と早期の日常生活・経済活動の再開の両面から、新たな目標を設定する

こと。具体的には、第三者意見を踏まえつつ、高規格幹線道路と並行する直轄国道を組み

合わせたネットワークの緊急点検を行い、ミッシングリンクの解消、暫定２車線区間の４
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車線化、ダブルネットワーク化等を推進すること。なお、有料道路については、受益のあ

る世代間の公平な負担や、追加的な料金負担の軽減を図る観点から、料金徴収期間の延長

について検討していくこととし、地方公共団体からの提案も踏まえて、少なくとも料金徴

収期限までの追加的な料金負担分を限定的に活用することを検討するということも記載さ

せていただいております。 

 ２点目は多核連携型の国造りを可能とする道路ネットワークの実現であります。感染症

を含む様々なリスクに備えつつ、経済の再生を成し遂げるため、国土をフル稼働させ、人・

モノ・情報が行き交う活力あふれる社会を実現するということ。また、空港・港湾など経

済活動上重要な拠点への速達性とアクセス性などの観点から、新たな目標を設定し、国土

幹線道路ネットワークのミッシングリンク解消や渋滞対策を推進するということを記載さ

せていただいております。 

 （４）その他については記載のとおりでありまして、説明を省略させていただきます。 

 以上が、ポストコロナ時代を見据えて加速すべき具体的な取組についてでございますが、

持続可能な高速道路システムの構築に向け、引き続き検討すべき課題として、４項目を挙

げております。 

 まず、これまでの新たな料金体系の導入、更新事業の実施に対する評価ですけれども、

本部からの答申を踏まえた新たな料金体系の導入や更新事業の着手以降、一定の期間が経

過したところでありまして、今後定量的な分析・評価を実施し、課題や新たな知見等を整

理した上で、今後の料金体系、更新事業の在り方について継続的に検討する必要があるだ

ろうということでございます。 

 次に、自動運転時代、ポストコロナ時代の高速道路の将来像の具体化ですけれども、自

動運転の普及を含む社会・生活様式の変化や、自然災害の激甚化・頻発化等の環境変化に

伴い、高速道路に求められる機能は継続的に変化しております。これらの変化を念頭に、

今後中長期的な高速度の姿を具体化した上で、その将来像の実現に向けた大まかな道筋や

取組について取りまとめを行う必要があるということでございます。 

 次に、社会・経済状況に応じた機動的な料金、利用重視の料金の推進です。今後、高速

道路会社が柔軟性を有する料金システムを早急に構築するなど、社会・経済状況に応じて

機動的な料金変更を可能とする仕組みを構築する必要があるということ。オリ・パラで予

定されているロードプライシングを含むＴＤＭの効果検証を踏まえ、機動的な料金変更に

ついて検討すること。さらに利用重視の料金体系の推進に向けて、公平性の観点から対距
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離制を基本としつつ、交通渋滞の抑制に留意した上で、高速道路の交通分担率を引き上げ

るために必要な料金低減に向けた努力も継続していく必要があるだろうということでござ

います。 

 ４点目でございますが、（１）から（３）に今御説明したことを踏まえた、安定的な維持

管理・更新・機能強化等による、高いサービス水準を維持するために必要なシステムの在

り方ということでございますけれども、（１）から（３）における検討の結果を踏まえ、高

いサービス水準を維持するために、将来的に必要となる維持管理・更新、安全・安心のた

めの機能強化等の取組方針の整理と、そのための必要な制度の検討を今後行う必要がある

ということでございます。特に、高速道路は一般道路と比べて高いサービス水準を有する

ことを踏まえ、適切な高速道路の分担率の実現にも留意しつつ、償還満了後も料金は永続

的に徴収することも含め、必要な財源を確保するための措置の検討を今後具体化していく

必要があるということでございます。なお、高速道路の無料化区間につきましても、高い

サービス水準を維持するために必要な税負担を軽減する観点、及び有料区間との負担の公

平性を確保する観点から、地域の意見も聴取した上で有料化について検討する必要がある

ということも記載させていただいております。 

 以上で説明を終わりにさせていただきます。 

【朝倉部会長】  ありがとうございました。それでは、今御説明いただいた資料を基に、

委員の先生方の御意見を頂戴したいと思います。いかがでしょうか。 

 出ましたね。太田先生、竹内先生、小林先生、石田先生の順に御質問お願いいたします。 

【太田委員】  太田でございます。音声だけで失礼します。 

 ２点ほど申し上げたいと思います。まず１つ目は、この中間取りまとめの骨子（案）の

５ページのところに、３）で３行目のところですが、ビッグデータの多方面活用による道

路交通マネジメントの高度化が書いてありますけれども、３行だけでは不十分に感じます

ので、少し拡充してほしいと思います。なぜそう思うかというと、今日東京ガスさんのプ

レゼンテーションが非常に面白かったのですけれども、東京ガスさんと道路管理者が大き

く違う点は、東京ガスさんは導管、パイプラインを管理しているとともに、ガスの流れも

管理しているわけですよね。ところが道路管理者というのは、自動車を直接管理できない

ことから、どうしても発想が道路側のほうに偏りがちです。利用者側のことについて、ど

のぐらいデータを取ってこられるか、恐らくビッグデータの中身はそういうことだと思い

ます。個々の自動車交通流側のデータとどういう形で道路行政を組み合わせていくかとい
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うことが、１つの知恵の出しどころだと思っておりますので、ここのところを少し、今回

書き込めないかもしれませんが、拡充を御検討いただきたいということです。 

 もう１点は、ＥＴＣの関連なのですけれども、やはりそろそろＥＴＣ義務化とともに、

自動車所有者に支払い義務を課すということを、チャレンジするときに来ているのではな

いかと思います。使用者にしか課金ができないということですけれども、自動車税とか、

それから固定資産税なども所有者に課しているわけなので、ここは法改正も含めてチャレ

ンジしてほしいと思います。だからといって、いきなりナンバープレート課金に行くので

はなくて、ＥＴＣを設置したときに支払い情報とリンクさせておいて、通常は所有者が払

うと。だけれども、違うＥＴＣカードを差したら、そのＥＴＣカードの所有者に請求は行

くとか、あるいはクレジットカード決済だけではなくて、請求書を送る方式でも構わない

ので、その所有者といいますか、ＥＴＣの設置者に対してその支払い義務を課すような仕

組みの導入を、法改正も含めてトライしてもらいたいと思います。デジタル化なので、弁

護士さんをかませないと収受ができないというのはいかがなものかと考えますので、御検

討ください。 

 以上です。 

【朝倉部会長】  ありがとうございました。委員の先生方からの質問を全部いただいた

後、可能な範囲で事務局のほうから御回答をお願いします。 

 じゃあ続けて竹内先生、お願いします。 

【竹内委員】  はい、竹内でございます。御説明ありがとうございました。 

 私から２点ございます。１つは、最初に資料の概略のほう述べられておりました感染症

に対する東京一極集中の話についてです。この点について、コロナの感染症を拡大させた

のは東京一極集中が原因であるかのように読めなくもないんですが、私はこれには懐疑的

で、医学的な知見から私がおかしければ取り下げますが、むしろ東京一極集中があったか

らこそ地方に拡大しなかったという可能性もなくはないと思うんですよね。経済機能、行

政機能を分散化させることで感染が全国規模に拡大する可能性がないとも言えない。です

から、もしも一極集中がいけないんだ、もっと機能を分散するべきだというのならば、そ

れを行う前にまず医療インフラの整備を先にやらないといけないと思います。行政機能と

経済機能だけ先に移して、医療機能がそのままであったとすれば、地方へ感染が拡大した

ときには、医療が完璧に崩壊するわけですよね。そう考えると、一極集中が原因だという

ような、あまり強い書き方をしてしまうと、かえって誤解を招いてしまうんではないかと
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思います。それが１点目です。 

 それから２点目ですけれども、これは中間取りまとめ全体の書きぶりの問題だと思うん

ですが、今回の重点的なテーマの 1つはポストコロナ、あるいはウィズコロナであると私

は見てとったわけです。ところが、ポストコロナ、ウィズコロナという、こういうタイト

ルの下で記述されている言葉をいろいろ拾ってみますと、老朽化とか、災害の激甚化、そ

れから観光の振興、それから環境負荷とかがあります。たとえば、老朽化なんていうのは、

コロナがあろうがなかろうが老朽化は進むわけですし、観光振興はコロナがあろうがなか

ろうがやっていかなくてはならないですし、環境負荷も同様です。つまりコロナと直接関

係ないものがコロナの名の下に書かれているようです。非常に意地悪く読んでしまうと、

コロナにかこつけてまた道路を作ろうとしているなんて言われかねないような気もするわ

けです。そう考えると、そういう言葉を使う以上は、それらの言葉がコロナとどういう関

連があって、ウィズコロナ、ポストコロナがあるからこそ上記のような点から道路の整備

や改良が必要なのだと明確に書いておかないと、筋が通らなくなると思うので、その辺を

今後御検討いただければありがたいと思っています。 

 以上です。 

【朝倉部会長】  ありがとうございました。 

 続きまして小林先生、お願いします。 

【小林委員】  ニューノーマルということに関連して、アフターコロナの時代を見据え

て新しい時代に変わっていく、そのために投資を行うという視点を強調したほうがいいと

思います。まだ、いろいろな業界や地域によっては、新型コロナの感染が収束するのを待

っている。新型コロナの感染が収束すれば、また元の社会に戻るという考え方が、まだ結

構支配している。その中で、やっぱり先進的に投資をすることにより、ニューノーマルな

社会に移行して、元の社会へ戻ることはありえない。そういう意味で、デジタルトランス

フォーメーションを重点的に進めるという御説明がありましたけれども、そういう視点を

書きぶりとして強調していただきたいと思います。 

 以上です。 

【朝倉部会長】  ありがとうございました。 

 では続きまして、石田先生、大串先生の順でお願いします。 

【石田委員】  石田です。３点ばかり申し上げたいと思います。いずれもコメントだけ

ですので、お答えいただかなくて結構です。 
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 １点目は一番最後のパートなんですけれども、料金制度について、永久有料とか、無料

区間の扱いとか、あるいは非ＥＴＣ車がかなり高くコストがかかっているよみたいなこと

をきちんと書いていただきまして、ありがとうございます。これからいろいろ紆余曲折が

あろうかと思いますけれども、この姿勢はぜひ堅持していただければありがたいなと思い

ました。それが１点目。 

 ２点目は、道路インフラサービスの高度化のところなんですけれども、今日首都高とＮ

ＥＸＣＯから御報告いただいたメンテナンスシステムってすばらしいんですが、あの中で

も申し上げましたけれども、やっぱりまだ孤立的なんですね。いろいろなものと連携をす

る、そのための基盤とか、考え方というのをやっぱりちゃんと、さらにやるとさらにいい

ものになっていくと思います。それと絡むんですけれども、そのときのデータのガバナン

スをどう考えるかと。いっぱいいろいろなところからデータが入ってきます。最近ではド

ライブレコーダーなんていうのを真剣に使おうじゃないかというような声も聞こえてくる

んですけれども、そのときの問題とか、プライバシーとか、オーナーシップの問題とか、

コラボレーションの問題とかっていろいろあって、相当ややこしいんですが、ちゃんとす

るためにはこの辺もぜひやっていかないと駄目ですし、あと４ページの上のところに、ち

ょっと書き方が、あっ、５ページか。ビッグデータなんですけれども、やっぱり入力部分

が非常に弱いんですが、最近いろいろなところで、特にテレビカメラとか、いろいろなセ

ンサーが安くできるようになりまして、それとＡＩ技術の組合せにより、いろいろなもの

が安く、継続的に分かるようになってきたんですけれども、そういうことをどう作り込ん

でいくかと。警察との問題とか、あるいは、これも単発になっているので、道路サービス

の高度化に向けて、どういうふうな全体システムを構築していくかみたいなことに関して、

相当幅広い範囲での共同研究とか、共同開発みたいなものが必要かなと思っております。 

 それと最後、これも情報提供だけなんですけれども、高速道路の将来像の具体化という

のが、これも９ページに書いてございますが、これはちょっとのんびりし過ぎているんじ

ゃないかなということで情報提供を申し上げますと、今年の４月にミシガン州で、デトロ

イトの近郊で６０キロの高速道路を路車間協調の自動運転専用レーンを作るという、そう

いう公募をしたところ、トロントでちょっと失敗したグーグルを中心にした案が出されま

して、８月初めに契約されたようなんですけれども、何とこの２年間で技術実証と道路設

計と経済モデル、経営モデルもちゃんとやりますみたいな、そんなことがアメリカで始ま

りました。ですから、世界のフロントランナーであるためには、ちょっとのんびりし過ぎ
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ているかなと思いますので、どうぞよろしく頑張っていきましょうということであります。 

 以上です。 

【朝倉部会長】  ありがとうございました。 

 大串先生、願いします。 

【大串委員】  よろしくお願いします。私も１つ目に申し上げたいのは石田先生と同じ

で、もうコロナ時代で非接触物流システムの高度化というのが、どうしてもすぐに進めな

いといけない大きなキーワードとして取り上げられるんだと思います。その中で、やはり

自動運転や連結トラックの仕組みを社会実験からどんどん実証、それから継続的なビジネ

スへと展望できるようなロードマップをここで１つ描かないと、いつまでたっても実証実

験レベルから抜け出せないのではないかという危機感がありますので、この機会を捉えて、

ぜひそういった先進的な取組が目に見える形で推奨されていくということをこの中に入れ

ていただきたいかなというのが１点目です。 

 ２点目が、高速バスなど公共交通に対する幹線道路の役割というのがあまり描かれなく

なってしまっています。やっぱり都市間の利用者というのは大分減ってきて、公共交通も

苦境に立たされているわけで、この中で幹線道路としてどんなことができるのかという言

及は、ちょっと入れていただけたらなと思います。 

 ３点目が、やっぱり償還の永続化とか、もしくは無料区間を有料化していくということ

が、そろりと９ページに書かれているんですけれども、ここをもう少し分かりやすく丁寧

に書いていただいて、本当はもうちょっと優先順位的には上に上げていただきたいんです

が、難しいようであれば、ここを丁寧に書くということを心がけていただけるとありがた

いです。 

 以上です。よろしくお願いします。 

【朝倉部会長】  ありがとうございました。 

 ほかに委員の皆様方から御発言ございませんか。はい、どうぞ。会場のほうからお願い

します。 

【根本委員】  私も最後の「今後の検討課題」の中で、新たな料金体系の導入を検討し

たいというのを高く評価したいと思います。その他の箇所も、全般的によく書けていると

私は思うんですけれども、物流に関して細かい指摘をちょっとさせてください。 

 まず、高速道路の物流の利用に関して、以前ダブル連結トラックとか、後続無人隊列走

行というふうな議論があって、それに対応するような分合流のためのＩＴシステム、ある
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いは専用車線から右側に出てまた右側から入ってくるような、新たなターミナルの整備み

たいな、そういう議論をしたと思うんです。キーワードとしてダブル連結とか、後続無人

隊列走行というのがちょっと入っていないので、それはぜひ入れていただきたいなと。 

 それからまた、もっと細かいことなんですが、７ページのほうの１２行目に、車載型の

荷重計測システムで過積載を取り締まるという言い方をしています。これはこれで外さな

くていいんですが、普及にはちょっと時間がかかりそうです。やっぱり大事なのは、現在

ある走行車両重量計測、ウェイ・イン・モーションですね。それと料金所入り口のカメラ

で撮ったナンバープレートをひもづけして、重点的に効率的に取り締まるのも重要なので、

それも言及してほしいなと思いました。 

 以上です。 

【朝倉部会長】  ありがとうございました。ほかよろしいでしょうか。ありますか。 

【佐々木委員】  よろしいですか。２つだけ、基本的には感想です。５ページの４番の

ＥＴＣの専用化のところ、これ一番国民の関心の高いところのようなので申し上げますと、

さっき料金収受員の人数の話などもありましたけれども、一般の人から見るとＥＴＣ専用

化をすると、収受員がいなくなってコストが下がって、料金下げられるんじゃないかと単

純に思ってしまうと思います。なので、この記述はどっちかというと、やっぱり提供側の

理屈の話が多いので、利用者への利益還元なり、利便性向上なり、そういう視点の記述が

ちょっとあってもいいのかなという、料金の引下げを検討するとまで書けるのかどうかよ

く分かりませんが、その辺を触れられないのかなと思いました。 

 あとＥＴＣをつけること自体が利便性向上、かなり便利になると私もすごく実感してい

ますので、ＥＴＣはこんなに便利だよというのを、ここにちょろっと十分な周知によりと

かありますけれども、さらにＰＲに力を入れていく、啓発活動に力を入れていくというこ

とも、これに書くかどうかは別として、ぜひ実施していただきたいなと思いました。 

 以上です。 

【朝倉部会長】  ありがとうございました。ほかよろしいですね。はい。 

 私から１点だけです。２ポツのところで、ポストコロナ時代の「新たな日常」実現のた

めの国土幹線道路が目指すべき姿が３つ出ているんです。この３つが出ているということ

は、この後展開される、３ポツで書かれる具体的な取組を、この３つの指標で評価すると

いうことになるだろうと思うんです。そうすると、評価するからには、この３つの点が、

具体的な評価指標として計測できる形でそれが展開されないといけない。それはこれまで
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の、いわゆる道路３便益とか、ストック効果とか、そういうふうに呼んでいたものとどう

いうふうに関係するのか、新しい指標としてそれをどう展開するのかというところ。それ

から、それを具体の、Ｂ／Ｃとは言いませんけれども、整備効果の評価にどういうふうに

生かしていくのかというところまで念頭に入れて議論をしていくことが重要ではなかろう

かと思う次第です。コメントです。 

 さて、ちょっと時間のほうがもう過ぎてしまっているので、事務局のほうから一つ一つ

個別に御回答いただくというよりも、全体を通して先生方の意見を、この議論、実はもう

１回ありますので、その中に反映していただくということになろうかと思いますが、何か

事務局のほうから補足で説明があれば短くお願いできますか。 

【高速道路課長】  すみません。多くの先生方から御意見をいただいて、一応、そうで

すね、基本的にはもう１回、今朝倉先生からもいただいたように、もう１回やるというこ

とで、それに向けて、今、今日いただいた御意見を踏まえて、骨子ですから、これをまた

さらに磨いていきたいと思っております。 

 あとその過程で、ちょっとまた先生と御相談させていただきたいこともありますので、

その際はぜひよろしくお願いいたします。 

【朝倉部会長】  よろしいでしょうか。ちょっとすみません。僕のほうで音声が聞き取

りにくくて失礼しました。 

 それでは、次回もう１回は少なくともありますので、その中に、今日先生方から頂戴し

たコメントをどういうふうに反映していただくか、もちろん全てが反映できないかもしれ

ませんので、できるものと、それからできないものについてはまた御回答いただくという

形で、次回さらに検討させていただくということにさせていただきます。 

 それでは、もう時間もお約束していた時間を過ぎておりますので、本日の先生方からの

御意見を踏まえ、中間取りまとめに向けて、引き続き検討をしていただきたいと思ってご

ざいます。 

 本日予定された議事は以上でございますので、議事進行を事務局のほうにお戻しいたし

ます。 

【総務課長】  朝倉部会長、どうもありがとうございました。長時間にわたる御熱心な

議論を本当にありがとうございました。 

 本日の内容につきましては、後日皆様方に議事録の案を送付させていただき、御同意を

いただいた上で公開したいと思います。 
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 また、近日中に速報版として、簡潔な議事概要をホームページにて公表したいと考えて

おります。 

 本日の会議資料は、追ってメールで送付させていただきます。 

 それでは、以上をもちまして本日の会議を閉会とさせていただきます。ありがとうござ

いました。 

 

―― 了 ―― 


